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平成 29 年度事業報告書 

 

 平成 29年度における本協会の事業概要を次のとおり報告する。 

 

１ 諸会議の開催状況 

（1）総会 

平成29年 6月14日     平成29年度第1回通常総会 

平成29年 9月 6日- 9月21日 書面審議 

平成29年11月10日     平成29年度第2回通常総会 

平成30年 1月26日     平成29年度第3回通常総会 

平成30年 3月 8日     平成29年度第4回通常総会 

 

（2）理事会、常任理事会及び政策会議 

理事会 

平成29年 4月27日     平成29年度第1回 

平成29年 5月25日      平成29年度第2回 

平成29年 7月 7日      平成29年度第3回 

平成29年 9月 6日- 9月21日 書面審議 

平成29年10月12日      平成29年度第4回 

平成29年12月 7日      平成29年度第5回 

平成29年12月15日-12月25日 書面審議 

平成30年 2月 9日      平成29年度第6回 

 

常任理事会 

理事会、総会の審議事項及び諸課題への対応等について、随時打合せを実施 

 

政策会議 

平成29年 4月27日      平成29年度第1回 

平成29年 5月25日      平成29年度第2回 

平成29年 7月 7日      平成29年度第3回 

平成29年10月12日      平成29年度第4回 

平成29年12月 7日      平成29年度第5回 

平成30年 2月 9日      平成29年度第6回 

平成30年 2月28日      平成29年度第7回 

 

（3）各委員会等（専門委員会、小委員会、ワーキンググループ等を含む。） 

入試委員会 

平成29年 4月20日      平成29年度第1回 

平成29年 5月19日      平成29年度第2回 

平成29年 6月 9日- 6月13日 書面審議 

平成29年 6月29日- 7月 3日 書面審議 

平成29年 7月27日       平成29年度第3回 



 2

平成29年 8月 4日      平成32年度以降の国立大学の入学者選抜の在り方に関する検討ワーキンググループ 

平成29年 9月 1日      平成32年度以降の国立大学の入学者選抜の在り方に関する検討ワーキンググループ 

平成29年 9月22日      平成32年度以降の国立大学の入学者選抜の在り方に関する検討ワーキンググループ 

平成29年 9月27日      平成29年度第4回 

平成29年12月 7日      平成29年度第5回 

平成30年 1月18日      平成29年度第6回 

平成30年 1月24日- 1月31日 書面審議 

平成30年 2月28日      平成29年度第7回 

 

教育・研究委員会 

平成29年 5月15日- 5月17日 書面審議 

平成29年 6月 7日- 6月 9日 書面審議 

平成29年 5月26日        男女共同参画小委員会 

平成29年 6月 7日        研究小委員会 

平成29年 6月29日- 6月30日 書面審議 

平成29年 7月 3日      教員の養成及び研修に果たす国立大学の使命とその将来設計を検討するワーキンググループ  

平成29年 7月12日- 7月14日 書面審議 

平成29年 8月 7日      教員の養成及び研修に果たす国立大学の使命とその将来設計を検討するワーキンググループ  

平成29年 9月25日      教員の養成及び研修に果たす国立大学の使命とその将来設計を検討するワーキンググループ  

平成29年10月 5日      男女共同参画小委員会 

平成29年10月12日-10月18日 書面審議 

平成29年10月13日      教員の養成及び研修に果たす国立大学の使命とその将来設計を検討するワーキンググループ  

平成29年10月20日      平成29年度第1回 

平成29年11月24日      教員の養成及び研修に果たす国立大学の使命とその将来設計を検討するワーキンググループ  

平成29年12月22日      教員の養成及び研修に果たす国立大学の使命とその将来設計を検討するワーキンググループ  

平成30年 1月10日      懇談会 

平成30年 1月18日- 1月26日 書面審議 

 

大学評価委員会 

平成29年 6月23日- 6月28日 書面審議 

平成29年12月15日      平成29年度第1回 

 

国際交流委員会 

平成29年 6月28日- 6月30日 書面審議 

平成29年10月 6日      平成29年度第1回 

平成30年 1月15日     専門委員連絡会 

平成30年 2月 7日      平成29年度第2回 

 

経営委員会 

     平成29年 6月 7日- 6月12日 人事労務小委員会書面審議 

平成29年 6月 7日- 6月12日 病院経営小委員会書面審議 

平成29年 6月29日- 7月 4日 書面審議 

平成29年12月 8日        人事労務小委員会 

平成30年 1月25日        平成29年度第1回･人事労務小委員会・財務施設小委員会 



 3

平成30年 2月22日      病院経営小委員会 

 

広報委員会 

平成29年 6月 9日        平成29年度第1回 

平成29年 9月11日      平成29年度第2回 

平成29年11月30日      平成29年度第3回 

平成30年 2月 7日      平成29年度第4回 

 

事業実施委員会 

平成29年 4月 5日- 4月 7日 書面審議 

平成29年 4月26日        平成29年度第1回 

平成29年 5月17日        国立大学法人のトップマネジメント人材育成に関するワーキンググループ 

平成29年 6月27日- 6月30日 書面審議 

平成29年 7月25日- 7月28日 書面審議 

平成29年 9月28日      国立大学法人のトップマネジメント人材育成に関するWGタスクフォース 

平成29年10月24日-10月31日 書面審議 

平成29年12月13日     国立大学法人のトップマネジメント人材育成に関するWGタスクフォース 

平成30年 1月16日- 1月19日 書面審議 

平成30年 2月16日      平成29年度第2回 

平成30年 2月27日      研修小委員会 

平成30年 3月 2日      国立大学法人のトップマネジメント人材育成に関するWGタスクフォース 

 

国立大学法人総合損害保険運営委員会  

平成29年 8月 2日     平成29年度第1回 

平成29年10月 4日-10月12日 書面審議 

 

適格性審査会 

平成29年 6月21日 

平成29年10月 3日-10月 6日 書面審議 

平成29年12月21日    

平成30年 1月17日 

平成29年 12月1日-12月 5日 書面審議 

平成30年 1月10日- 1月11日 書面審議 

平成30年 1月12日- 1月16日 書面審議 

平成30年 1月30日- 2月 7日 書面審議 

平成30年 2月16日- 2月19日 書面審議 

平成30年 2月27日- 2月28日 書面審議 

平成30年 3月 1日- 3月 2日 書面審議 

平成30年 3月 2日      書面審議 

 

調査企画会議 

平成29年 5月23日     平成29年度第1回 

 

政策研究所 
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平成29年 8月 3日      高等教育に関する基礎データ等の調査研究グループ 

平成29年 9月13日      政策研究所運営委員会（第1回） 

平成29年10月 3日      高等教育に関する基礎データ等の調査研究グループ 

平成29年12月 5日      高等教育に関する基礎データ等の調査研究グループ 

平成30年 1月30日      政策研究所運営委員会（第2回） 

 

会費・予算等の在り方に関するワーキンググループ 

なし 

 

会長選考等の在り方に関するワーキンググループ 

なし 

 

高等教育における国立大学の将来像に関するワーキンググループ 

平成29年 5月16日      第13回 

 

国立大学法人のガバナンスに関する調査研究ワーキンググループ 

平成29年 4月28日        メール審議 

 

本格的な産学官連携による共同研究推進に関するワーキンググループ 

平成29年 4月24日      第1回 

平成29年 6月 2日      第2回 

平成29年11月 1日      第3回 

平成30年 1月26日      第4回 

 

国立大学の教育研究活性化を促進する人事給与マネジメント改革ワーキンググループ 

平成30年 1月19日      第1回 

平成30年 2月22日      第2回 

平成30年 3月26日      第3回 

 

地域と国の発展を支え世界をリードする国立大学の機能強化を促進するガバナンス制度改革ワーキンググループ 

平成30年 1月19日      第1回 

平成30年 2月27日      第2回 

平成30年 3月28日      第3回 

 

（4）その他の会議等 

平成29年 7月10日      論説委員等との懇談会 

平成29年 9月19日      国立大学法人等広報担当者連絡会（広報勉強会） 

 

２ 役員等の人事 

（1）理事、監事及び会長補佐の異動状況 

〔別紙１のとおり〕 

 

（2）委員会委員の異動状況 
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〔別紙２のとおり〕 

 

（3）各国立大学法人からの出向職員を中心とする事務局体制 

〔別紙３のとおり〕 

 

３ 事業の執行状況 

（1）意見、提言、要望書等の提出、面談等 

平成29年 4月27日  国公立大学振興議員連盟総会（第9回） 

平成29年 6月14日  「高大接続改革の進捗状況について」に対する意見〔別添１〕 

平成29年 6月14日  高等教育における国立大学の将来像（中間まとめ）〔別添２〕 

平成29年 6月14日  国立大学のガバナンス改革の強化に向けて（提言）〔別添３〕 

平成29年 7月10日  「大学入学共通テスト実施方針」（案）に関するコメント 

〔別添４〕 

平成29年 8月 9日  国公立大学振興議員連盟総会（第10回） 

平成29年 8月 9日  予算・税制改正要望書提出（宮川文部科学大臣政務官、うえの

財務副大臣）〔別添５〕 

平成29年 9月 5日、7日  予算・税制改正要望書提出（林文部科学大臣ほか文部科学省政

務三役、文部科学省幹部、国公立大学振興議員連盟執行部） 

〔同上〕 

平成29年 9月11日  予算・税制改正要望書提出（国公立大学振興議員連盟加盟議員）

〔同上〕 

平成29年 9月14日  予算・税制改正要望書提出（地方６団体）〔同上〕 

平成29年 9月15日  予算・税制改正要望書提出（日本経済団体連合会）〔同上〕 

平成29年 9月27日  予算・税制改正要望書提出（経済同友会）〔同上〕 

平成29年10月13日  「第３期教育振興基本計画の策定に向けたこれまでの審議経過

について」に対する意見 〔別添６〕 

平成29年11月10日  平成32年度以降の国立大学の入学者選抜制度－国立大学協会の

基本方針－〔別添７〕 

平成29年11月10日  「平成32年度以降の国立大学の入学者選抜制度－国立大学協会

の基本方針－」の策定に当たって（会長談話）〔別添８〕 

平成29年11月13日  公明党文部科学部会税制改正要望に関するヒアリング 

平成29年11月15日  国公立大学振興議員連盟総会（第11回） 

平成29年11月16日  平成30年度個別学力検査等（前期日程）実施に係る静穏な環境

の確保への協力について（要請）〔別添９〕 

平成29年11月21日  経済同友会教育改革委員会正副委員長会議 

平成29年11月28日  希望の党税制調査会税制改正要望に関するヒアリング 

平成29年11月29日  立憲民主党文部科学部会税制改正要望に関するヒアリング 

平成29年12月20日  日本共産党国会議員団予算及び税制改正要望に関するヒアリン

グ 

平成29年12月22日  平成30年度国立大学関係予算及び税制改正等について【会長コ

メント】〔別添１０〕 

平成30年 1月26日  高等教育における国立大学の将来像（最終まとめ）〔別添１１〕 

平成30年 2月19日  英語民間試験の活用に関する国立大学協会検討状況についての



 6

一部報道について〔別添１２〕 

平成30年 2月21日  英語民間試験の活用に関する国立大学協会検討状況についての

再度の報道について〔別添１３〕 

平成30年 3月 8日  高等教育無償化（負担軽減）について（声明）〔別添１４〕 

平成30年 3月23日  教員の養成及び研修に果たす国立大学の使命とその将来設計の

方向性（ＷＧ報告書）〔別添１５〕 

平成30年 3月30日  大学入学共通テストの枠組みにおける英語認定試験及び記述式

問題の活用に関するガイドライン〔別添１６〕 

 

（2）各会員への通知等 

・「国立大学の入学者選抜についての平成30年度実施要領」及び「同実施細目」等に

ついて（通知） 

（平成29年 6月16日付け 国立大学長宛（大学院大学を除く） 入試委員会委員長） 

・「平成29年度国立大学入学者選抜についての各大学における入試業務上の留意点」

について（通知） 

（平成29年 6月16日付け 国立大学長宛（大学院大学を除く） 入試委員会委員長） 

・「平成30年度国立大学追加合格者決定業務に係る入学手続状況に関する情報交換事

務取扱要領」について（通知） 

（平成29年 7月 4日付け 国立大学長宛（大学院大学を除く） 入試委員会委員長） 

・平成29年人事院勧告に伴う参考給与表等の提供について（通知） 

（平成29年 9月29日付け 会員代表者宛 経営委員会委員長、人事労務小委員会委員長） 

・高年齢者（58歳以上）異動幹部職員名簿（全国版）の提供について 

（平成29年10月10日付け ブロック監事大学人事担当課長宛 事務局長） 

・平成30年度国立大学法人総合損害保険の基本方針について（通知） 

（平成29年11月 8日付け 国立大学長、大学共同利用機関長宛 事業実施委員会委員長） 

 

（3）広報活動  

・一般社団法人国立大学協会概要2017（和文・英文）の刊行 

・一般社団法人国立大学協会会員名簿’17の刊行 

     ・2017年度国立大学紹介冊子（英語版）“Japanese National Universities 

2017”の刊行 

・広報誌（国立大学）の刊行 

        （第45号～第48号、別冊第15号） 

・ホームページの改善、掲載内容の随時更新（一般向け、会員向け） 

・職員採用試験に関する広報 

 

（4）研修事業の実施 

 

研   修   名 実 施 日 対 象 者 人数

国立大学法人新任学長セミナー Ｈ29. 6.15 新任の学長 8
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国立大学法人トップセミナー Ｈ29. 8.24-25 学長、機構長 61

大学マネジメン

ト 

セミナー 

【マネジメント力強化に向け

た大学職員の人材育成戦略】 
Ｈ29. 9.12 

役員（学長を含む）、

副学長、部局長、事

務代表者等 

167

【国立大学における大学院教

育の新たな役割について】 
Ｈ29.11.20 116

国立大学法人等 

担当理事連絡会

議 

【社会・地域連携及び産学共

同研究の推進について】 
Ｈ29. 5.29 

理事（産学連携・社

会連携担当） 
86

【これからの大学組織と教員

人事・評価システムのあり方

について】 

Ｈ29.10. 2 
理事（組織・教員人

事評価担当） 
90

新規理事・事務局長就任予定者研修会 Ｈ30. 3. 5-6 
新規理事・事務局長

就任予定者 
21

国立大学法人等部課長級研修 Ｈ29. 7.20-21 部長級・課長級職員 135

国立大学法人等若手職員勉強会 Ｈ29.12.11-12 若手事務職員 120

国立大学法人総合損害保険研修会 Ｈ29. 7.11 保険実務担当者 124

 

事  業  等  名 実 施 日 人数

第16回大学改革シンポジウム 

「社会で活躍する人材育成（国立大学と社会をつなぐ）」 
Ｈ29.11.17 123

大
学
改
革
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム 

＜福島大学ほか＞ 

福島大学研究・地域連携成果報告会    

－地域の願い それが大学の研究となる－ 

Ｈ29.12.16 204

＜茨城大学＞ 

茨城大学1dayキャンパス in 守谷 

「農＆食のグローバル化への地域のチャレンジ」 

Ｈ29.11. 4 127

＜埼玉大学＞ 

新たな産学官金連携による研究開発協働・事業化・人材育成―埼玉

地域の発展を支え，世界にイノベーションを発信する国立大学を目

指して― 

Ｈ29.12.20 145

＜信州大学ほか＞ 

信州発！大学改革シンポジウム  

－ 地域における大学の役割と長野県の高等教育の今後 － 

Ｈ29.11.18 212

＜愛知教育大学＞ 

教育コースをもつ高等学校と大学との連携による教育プログラムの

検討 

Ｈ29.11.19 71

＜名古屋工業大学ほか＞ 

新たな時代の工学系教育の在り方について-創造的人材育成の課題-
Ｈ29.11. 7 190

＜島根大学＞ 

ともに未来を考える－大学生と地域を語ろう－ 
Ｈ29.11.3 178

＜広島大学＞ 

「地域志向型教育のあり方を考える」～広島大学フィールド教育の

取組と可能性～ 

Ｈ29.12. 7 172
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＜愛媛大学ほか＞ 

愛媛大学改革シンポジウム 

「愛ある愛媛 オール愛媛で取り組むグローバル人材育成」 

Ｈ29.11.11 

Ｈ30. 1.24 
385

＜大分大学＞ 

地域における附属学校の役割 
Ｈ29. 9. 9 150

防
災
・
日
本
再
生
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム 

＜筑波大学ほか＞ 

筑波大学高大連携シンポジウム2017 

－若い力で復興や再生を担う－ 

Ｈ29.11. 4 180

＜福井大学＞ 

日本一の原子力立地 福井県における防災危機管理Ⅵ 

 「原子力防災における大学連携・医工連携と民間の取組み」 

Ｈ29.11.25 108

＜岐阜大学ほか＞ 

岐阜大学防災シンポジウム 

～東濃地域の地震に備える！～ 

Ｈ29.11. 8 374

＜名古屋大学ほか＞ 

あいち・なごや強靭化共創センター設立記念 

防災人材交流シンポジウム 

Ｈ29.11.11 323

＜兵庫教育大学ほか＞ 

幼児期における防災教育  

－「自然」とＥＳＤの観点から－ 

Ｈ29.11.19 

Ｈ29.11.26 
138

＜神戸大学＞ 

震災復興支援・災害科学研究推進室第６回シンポジウム 
Ｈ29.12. 1 120

＜和歌山大学ほか＞ 

鉄道津波対策サミット―鉄道乗車中の津波避難と地域との訓練― 
Ｈ29.11. 4 137

＜高知大学ほか＞ 

高知大学防災推進センターシンポジウム 

「凶暴化する風水害への備え」 

Ｈ29.11.23 56

＜九州大学ほか＞ 

地域レジリエンス創生シンポジウム 
Ｈ30. 1.29 104

＜熊本大学ほか＞ 

地域防災セミナー 
Ｈ29.12.19 238

＜鹿児島大学ほか＞ 

シンポジウム「桜島大規模噴火を想定した災害医療体制の構築」 
Ｈ29.12. 2 104

国立大学フェスタ 2017 
実施期間：平成 29年 10 月 1日～11月 30 日（主たる期間） 

イベント実施件数：539 件 

日豪大学職員短期交流研修事業 

（派遣） 

＜グループ訪問＞ 

実施期間：平成 29年 10 月 30 日～11月 3日 

実施対象者：国立大学事務職員 12名、国大協職員 3名（計 15名）

＜シャドーウィング研修＞ 

実施期間：平成 29年 11 月 6日～11月 9日の期間内（2～4日間）

実施対象者：国立大学事務職員 2名、国大協職員 1名（計 3名）

 

（5）国立大学法人総合損害保険の運営 

（平成28年度加入状況） 

メニュー1（財産保険）（総合賠償責任保険）（労働災害総合保険）（費用利益保険） 

90機関 

メニュー2（診療所賠償責任保険）                                85機関 
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メニュー3（傷害保険（役員））                                    90機関 

メニュー4（ヨット・モーターボート総合保険）               55機関 

 

４ 支部活動の状況 

 （1）支部会議の開催 

 

支 部 名 開 催 日 備  考 

北海道地区 

平成29年 4月17日 

平成29年 9月15日 

平成30年 2月23日 

 

東北地区 

平成29年 6月 8日 

平成29年10月31日 

平成30年 2月16日 

 

東京地区 

平成29年 4月26日 

平成29年 9月25日 

 

 

関東・甲信越地区 

平成29年 5月16日 

平成29年10月 4日 

平成30年 2月 2日 

 

東海・北陸地区 

平成29年 5月 2日 

平成29年 9月 8日 

平成30年 2月 2日 

 

近畿地区 

平成29年 4月28日 

平成29年10月11日 

平成30年 2月 1日 

 

中国・四国地区 

平成29年 5月31日 

平成29年11月16日 

平成30年 2月23日 

 

九州地区 

平成29年 4月17日 

平成29年 9月 1日 

平成30年 2月 6日 

 

 

（2）その他の事業 

各支部会議が主催する研修事業、情報交換会等が実施された。 

 

５ その他の活動  

（1）関係団体等の諸会合への参加 

ア 就職関係 
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平成29年 4月24日  第1回就職問題懇談会 

平成29年10月 2日  第2回就職問題懇談会 

平成30年 3月26日  第3回就職問題懇談会 

 

イ ＪＡＣＵＩＥ（国公私立大学団体国際交流担当委員長協議会）関係 

平成29年10月 6日  JACUIE協議会（第19回） 

 

ウ ＵＭＡＰ（アジア太平洋大学交流機構）関係 

平成29年 4月24日- 4月25日  第1回UMAP国際理事会 

平成29年 7月11日  第1回UMAP国際事務局運営委員会 

平成29年 7月21日  第1回UMAP日本国内委員会 

平成29年 8月17日- 8月18日  UMAP第2回国際理事会 

平成29年10月30日  第2回UMAP国際事務局運営委員会 

平成29年11月29日  第2回UAMP日本国内委員会 

平成30年 2月 2日  第3回UMAP国際事務局運営委員会 

平成30年 2月26日  UMAP日本国内委員会WG 

平成30年 3月 2日  第3回UMAP日本国内委員会 

 

エ その他 

平成29年 4月10日  大学スポーツ（日本版NCAA）シンポジウム 

平成29年 4月25日  男女共同参画推進連携会議「次世代の働きかけ」チーム会合（第4回） 

平成29年 5月22日  大学機関別認証評価委員会（第1回） 

平成29年 5月22日  理工系人材育成に関する産学官円卓会議 

平成29年 5月30日- 6月 2日  NAFSA年次大会 

平成29年 6月15日  平成国立大学法人学長・大学共同利用機関法人機構長等会議 

平成29年 7月15日-16日  第3回日本・南アフリカ大学フォーラム 

平成29年 8月25日  学術フォーラム「今後の我が国の大学のあり方を考える」 

平成29年 9月12日  アメリカ教育協議会（ACE）との意見交換 

平成29年 9月20日  大学機関別認証評価委員会（第2回） 

平成29年10月17-10月20日  国際大学協会（IAU）世界高等教育団体会議（GMA）及び年次国際会議 

平成29年10月18日  第36回男女共同参画推進連携会議 全体会議 

平成29年11月 9日  国際シンポジウム（カンボジア王位8大学長） 

平成29年11月30日-12月 1日  第3回日墨学長会議 

平成29年12月22日  理工系人材育成に係る大学協議体会合（第1回） 

平成30年 1月10日  大学機関別認証評価委員会（第3回） 

平成30年 2月 9日  東南アジア教育大臣機構 高等教育開発地域センター 

（SEAMEO-RIHED）との交流覚書（MOU）調印 

平成30年 2月21日  産学連携による科学技術人材育成に関する大学協議体会合（第2回） 

平成30年 2月22日  ジャパンダイバーシティネットワーク幹事会（第4回） 

平成30年 2月23日  大学協議体と産業界との効果的且つ円滑な意見交換の実施に向けた勉強会（第3回） 

平成30年 3月 7日  大学機関別認証評価委員会（第4回） 

平成30年 3月10日  アメリカ教育協議会（American Council on Education : ACE）

との円卓会議の実施及びの交流協定の締結 
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平成30年 3月14日  男女共同参画推進連携会議「次世代の働きかけ」チーム会合（第1回） 

平成30年 3月14日  UUK国際高等教育フォーラム2018 

平成30年 3月29日  産学連携による科学技術人材育成に関する大学協議体と産業界による意見交換（第1回） 

 

（2）報告書等の刊行等 

・一般社団法人国立大学協会概要2017（和文・英文） 

・一般社団法人国立大学協会概要会員名簿‘17 

・広報誌「国立大学」第45号～第48号、別冊第15号 

・2017年度国立大学紹介冊子（英語版）“Japanese National Universities 2017” 

・冊子「国立大学法人職員必携」 

・平成29年度 障害者雇用及び高年齢者雇用に関する調査結果 

・一般社団法人国立大学協会ANNUAL REPORT（平成28年度） 

・平成29年度 障害者雇用及び高年齢者雇用に関する調査結果 

・国立大学における男女共同参画推進の実施に関する第14回追跡調査報告書 

・「国立大学における教育の国際化の更なる推進について」第5回フォローアップ調

査結果 

・国立大学附属病院の経営問題に関する第14次アンケート調査結果 

 

（3）要望書等の受理 

平成29年 5月22日 神奈川県県民局長 他 

・「公正な入学者選抜」の実施について（依頼） 

平成29年 7月20日 公益財団法人産業教育振興中央会 他 

・産業教育の振興に関する要望書（専門高校の充実に関する要望書） 

平成29年 7月20日 公益財団法人産業教育振興中央会 他 

・専門高校生徒の進学機会の拡大等に関する要望書 

平成29年10月 2日 全国高等学校長協会家庭部会 他 

・家庭に関する学科等卒業者の進学機会の拡大等についての要望書 

平成29年10月27日 産業教育振興中央会 他 

・第59回全国産業教育振興大会（秋田大会）における大会決議につ

いて 

平成30年 3月23日 国立大学法人夜間教育実施大学学部長・第二部主事会議 

・要望書（夜間教育の充実に向けた財政的支援について） 

 

（4）外国からの訪問者（団体）対応 

平成29年 5月 9日 ハンガリー大学学長会議理事長等来訪 

平成29年 6月21日 アメリカ教育協議会（ACE）国際担当副会長来訪 

平成29年 7月 5日 東南アジア教育大臣機構 高等教育開発地域センター（SEAMEO RIHED）所長来訪 

平成29年 9月21日 ドイツ教育研究省イノベーション促進対策・プログラム課長と意見交換  

平成29年 9月26日 日独ベルリンセンタープロジェクトマネージメント部長来訪 

平成30年 1月10日 英国大学協会（UUK）会長等との意見交換会 

平成30年 1月31日 DAAD東京事務所所長来訪 

平成30年 3月19日 ドイツ代表団とのランチミーティング(DAAD主催) 
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６ 後援名義等の使用許可の状況 

 

事  業  名  称 許 可 期 間 申請団体等 

後 
 

援 

学術フォーラム 

「危機に瀕する学術情報の現状とその将来」 
平成29年 5月18日 日本学術会議 

平成29年度全国大学入学者選抜研究連絡協議会

大会（第12回） 
平成29年 5月24日-26日 大学入試センター 

第3回日本・南アフリカ大学フォーラム 

（SAJUフォーラム） 
平成29年 7月15日-16日 筑波大学 

学術フォーラム 

「今後の我が国の大学のあり方を考える」 
平成29年 8月25日 日本学術会議 

第14回全国大学コンソーシアム研究交流フォー

ラム 
平成29年10月 7日- 8日 

全国大学コンソーシ

アム協議会 

グローバルサイエンスキャンパス 

平成29年度全国受講生研究発表会 
平成29年10月 7日- 8日 科学技術振興機構 

第15回男女共同参画学協会連絡会シンポジウム 平成29年10月14日 
男女共同参画学協会

連絡会 

大学のグローバル戦略シンポジウム2017 平成29年11月17日 株式会社みずほ証券 

サイエンスアゴラ2017（年次総会） 平成29年11月24日-26日 科学技術振興機構 

平成29年度「大学等における男女共同参画推進セ

ミナー」 
平成29年11月30日-12月 1日 国立女性教育会館 

第9回ユネスコスクール全国大会－持続可能な開

発のための教育（ＥＳＤ）研究大会－ 
平成29年12月 2日 文部科学省 

第6回全国学生英語プレゼンテーションコンテス

ト 
平成29年12月 9日 佐野学園 

第3回平成29年度合同シンポジウム「男女が共に

働きやすい・働きがいのある職場とは～ダイバー

シティ環境を目指して～」 

平成29年12月12日 東京医科歯科大学 

学生と企業のためのダイバーシティシンポジウ

ム 
平成30年2月7日 岡山大学 

共
催

なし  

協
賛

なし  

 

７ 監事の監査、会計事務所の確認状況 

業務監査 

監事の、中井勝己福島大学長、蓼沼宏一一橋大学長が、平成29事業年度に開催され

た各理事会に出席し、業務の執行状況を確認した。 

また、平成30年5月18日に平成29事業年度における事業報告書（案）に基づき、業務
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監査を実施した。 

会計監査 

出塚会計事務所による定期的な会計書類の確認等とともに、平成30年5月8日に平成

29事業年度における会計書類の確認が行われた。 

これに基づき、平成30年5月18日に平成29事業年度における会計監査を実施した。 

 

８ 登記・届出事項 

・東京法務局   変更登記（理事の変更） 

         （登記年月日：平成29年 4月 1日） 

・東京法務局   変更登記（代表理事、理事、監事の変更） 

         （登記年月日：平成29年 6月14日） 

・東京法務局   変更登記（理事の変更） 

         （登記年月日：平成29年10月 1日） 

 



 

一般社団法人 国立大学協会 

理事、監事及び会長補佐の異動状況（平成 29年度） 

 

役  職 氏  名     （所 属 等） 異動年月日 異動事由 

理 事 名 和 豊 春（北海道大学長） 平成 29. 4. 1 就任 

理事（会長） 里 見   進（東北大学長） 平成 29. 6.14 退任（会長）

理事（副会長） 山 極 壽 一（京都大学長） 平成 29. 6.14 退任（副会長）

理事（副会長） 大 西   隆（豊橋技術科学大学長） 平成 29. 6.14 退任（副会長）

理事（副会長） 髙 橋   姿（新潟大学長） 平成 29. 6.14 退任（副会長）

理 事 和 田 健 夫（小樽商科大学長） 平成 29. 6.14 退任 

理 事 山 本 文 雄（秋田大学長） 平成 29. 6.14 退任 

理 事 蓼 沼 宏 一（一橋大学長） 平成 29. 6.14 退任 

理 事 山 崎 光 悦（金沢大学長） 平成 29. 6.14 退任 

理 事 後 藤 ひとみ（愛知教育大学長） 平成 29. 6.14 退任 

理 事 古 山 正 雄（京都工芸繊維大学長） 平成 29. 6.14 退任 

理 事 越 智 光 夫（広島大学長） 平成 29. 6.14 退任 

理 事 山 下 一 夫（鳴門教育大学長） 平成 29. 6.14 退任 

理 事 前 田 芳 實（鹿児島大学長） 平成 29. 6.14 退任 

監 事 徳 久 剛 史（千葉大学長） 平成 29. 6.14 退任 

会長補佐 三 島 良 直（東京工業大学長） 平成 29. 6.14 退任 

 

別紙１ 



 

役  職 氏  名     （所 属 等） 異動年月日 異動事由 

会長補佐 眞 弓 光 文（福井大学長） 平成 29. 6.14 退任 

会長補佐 山 内 正 則（高エネルギー加速器研究機構長） 平成 29. 6.14 退任 

理事（会長） 山 極 壽 一（京都大学長） 平成 29. 6.14 就任（会長）

理事（副会長） 松 尾 清 一（名古屋大学長） 平成 29. 6.14 就任（副会長）

理事（副会長） 岡   正 朗（山口大学長） 平成 29. 6.14 就任（副会長）

理事（副会長） 室 伏 きみ子（お茶の水女子大学長） 平成 29. 6.14 就任（副会長）

理事（顧問） 里 見   進（東北大学長） 平成 29. 6.14 就任（顧問）

理事（顧問） 五 神   真（東北大学長） 平成 29. 6.14 就任（顧問）

理 事 蛇 穴 治 夫（北海道教育大学長） 平成 29. 6.14 就任 

理 事 岩 渕    明（岩手大学長） 平成 29. 6.14 就任 

理 事 三 島 良 直（東京工業大学長） 平成 29. 6.14 就任 

理 事 徳 久 剛 史（千葉大学長） 平成 29. 6.14 就任 

理 事 眞 弓 光 文（福井大学長） 平成 29. 6.14 就任 

理 事 武 田    廣（神戸大学長） 平成 29. 6.14 就任 

理 事 大 橋 裕 一（愛媛大学長） 平成 29. 6.14 就任 

理 事 原 田 信 志（熊本大学長） 平成 29. 6.14 就任 

監 事 蓼 沼 宏 一（一橋大学長） 平成 29. 6.14 就任 

会長補佐 田 中 明 彦（政策研究大学院大学長） 平成 29. 6.14 就任 



 

役  職 氏  名     （所 属 等） 異動年月日 異動事由 

会長補佐 石 田 朋 靖（宇都宮大学長） 平成 29. 6.14 就任 

会長補佐 浅 野 哲 夫（北陸先端科学技術大学院大学長） 平成 29. 6.14 就任 

会長補佐 後 藤 ひとみ（愛知教育大学長） 平成 29. 6.14 就任 

会長補佐 小 森 彰 夫（自然科学研究機構長） 平成 29. 6.14 就任 

理 事 片 峰    茂（長崎大学長） 平成 29. 9.30 退任 

理 事 三 村 信 男（茨城大学長） 平成 29.10. 1 就任 

理事（顧問） 里 見   進（東北大学長） 平成 30. 3.31 退任 

理 事 三 島 良 直（東京工業大学長） 平成 30. 3.31 退任 

 



 

一般社団法人 国立大学協会 

委員会委員の異動状況（平成 29年度） 
 

委 員 会 名 氏   名   （所 属 等） 異動年月日 異動事由

入試委員会 

石井 潔（静岡大学長） 平成 29. 4. 1 就任 

三島良直（東京工業大学長） 平成 29. 6.14 退任 

今野弘之（浜松医科大学長） 平成 29. 6.14 退任 

大橋裕一（愛媛大学長） 平成 29. 6.14 退任 

蓼沼宏一（一橋大学長） 平成 29. 6.14 就任 

山崎光悦（金沢大学長） 平成 29. 6.14 就任 

脇口 宏（高知大学長） 平成 29. 6.14 就任 

片峰 茂（長崎大学長） 平成 29. 9.30 退任 

河野 茂（長崎大学長） 平成 29.10. 1 就任 

髙橋信夫（北見工業大学長） 平成 30. 3.31 退任 

脇口 宏（高知大学長） 平成 30. 3.31 退任 

教育・研究委員会 

田中明彦（政策研究所大学院大学長） 平成 29. 4. 1 就任 

横矢直和（奈良先端科学技術大学院大学長） 平成 29. 4. 1 就任 

蛇穴治夫（北海道教育大学長） 平成 29. 6.14 退任 

徳久剛史（千葉大学長） 平成 29. 6.14 退任 

原田信志（熊本大学長） 平成 29. 6.14 退任 

和田健夫（小樽商科大学長） 平成 29. 6.14 就任 

長谷部勇一（横浜国立大学長） 平成 29. 6.14 就任 

松下雅雄（鹿屋体育大学長） 平成 29. 6.14 就任 

長尾省吾（香川大学長） 平成 29. 9.30 退任 

筧善行（香川大学長） 平成 29.10. 1 就任 
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委 員 会 名 氏   名   （所 属 等） 異動年月日 異動事由

大学評価委員会 

長谷川眞理子（総合研究大学院大学長） 平成 29. 4. 1 就任 

脇口 宏（高知大学長） 平成 29. 6.14 退任 

松下雅雄（鹿屋体育大学長） 平成 29. 6.14 退任 

山下一夫（鳴門教育大学長） 平成 29. 6.14 就任 

大城 肇（琉球大学長） 平成 29. 6.14 就任 

見上一幸（宮城教育大学長） 平成 30. 3.31 退任 

国際交流委員会 

岩渕 明（岩手大学長） 平成 29. 6.14 退任 

長谷部勇一（横浜国立大学長） 平成 29. 6.14 退任 

武田 廣（神戸大学長） 平成 29. 6.14 退任 

大城 肇（琉球大学長） 平成 29. 6.14 退任 

山本文雄（秋田大学長） 平成 29. 6.14 就任 

髙橋 姿（新潟大学長） 平成 29. 6.14 就任 

古山正雄（京都工芸繊維大学長） 平成 29. 6.14 就任 

前田芳實（鹿児島大学長） 平成 29. 6.14 就任 

古山正雄（京都工芸繊維大学長） 平成 30. 3.31 退任 

経営委員会 

大野弘幸（東京農工大学長） 平成 29. 4. 1 就任 

眞弓光文（福井大学長） 平成 29. 6.14 退任 

岡 正朗（山口大学長） 平成 29. 6.14 退任 

野地澄晴（徳島大学長） 平成 29. 6.14 退任 

今野弘之（浜松医科大学長） 平成 29. 6.14 就任 

槇野博史（岡山大学長） 平成 29. 6.14 就任 

越智光夫（広島大学長） 平成 29. 6.14 就任 

 

 

 

 



 

委 員 会 名 氏   名   （所 属 等） 異動年月日 異動事由

事業実施委員会 

川崎直哉（上越教育大学長） 平成 29. 4. 1 就任 

槇野博史（岡山大学長） 平成 29. 4. 1 就任 

槇野博史（岡山大学長） 平成 29. 6.14 退任 

和田健夫（小樽商科大学長） 平成 29. 6.14 就任 

野地澄晴（徳島大学長） 平成 29. 6.14 就任 

 



2018年3月31日現在

主幹（管理） 主任（総務、財務）

　久髙友大（琉球）

　河本朝光

職員（総務、財務）（兼） 事務補佐員

　川上みゆき（専） 　大久保真理

　八田　弘　（東京） 職員（広報、調査企画、事業実施）（兼）

　川上みゆき（専）

主幹付（広報、調査企画、事業実施） 特別研究員

　中植由里子（京都） 　堀　貴菜（名古屋） 　遠藤　健

主任（広報、調査企画、事業実施）

　加藤亜紀（東北）

主幹付（広報、調査企画、事業実施）

　五十嵐猛朗（北海道）

主幹付（広報、調査企画、事業実施）

　大上由真（広島）
常務理事・事務局長

木谷雅人（専） 専門職員（教育・研究、評価、国際交流）

　満尾泰昭（九州）

主幹付（教育・研究、評価、国際交流）

　神杉幸奈（神戸）

主任（教育・研究、評価、国際交流）

　阿部洋人（群馬）

主幹付（教育・研究、評価、国際交流）

　小早川貴昭（豊橋）

主幹付（教育・研究、評価、国際交流）

　石田友紀子（山口）

企画部長

　羽鳥政男（東京）

専門職員（入試、経営）

　栗原健史（大阪）              

主幹付（入試、経営）

　三浦結衣（山形）

専門職員（入試、経営）

　山下友輝（熊本）

主幹付（入試、経営）

　齋藤優季（新潟）

主幹付（入試、経営）

　山口恵理子（徳島）

　角田賢次（東京工業） 　角田賢次（東京工業）

企画部次長兼主幹

　紺野喜久恵（東京）

主幹（広報、渉外、調査企画、事業実施）

参事役（国際交流） 企画部主幹（兼）

総務部長

事務局次長 　出口夏実（専）
総務・人事
理事・委員委嘱手続

理事会･政策会議･総会
支部・会員対応総括

財務・経理
会費、旅費

教育・研究委員会
大学評価委員会

国際交流委員会

広報委員会

広報実施、情報公開

職員採用試験全国広報

渉外
調査企画会議

事業実施委員会

総合損害保険運営委員会

総合損害保険事業

研修事業

入試委員会

経営委員会

適格性審査会

一般社団法人国立大学協会 事務局体制 別紙３
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「第３期教育振興基本計画の策定に向けたこれまでの審議経過について」に対する意見 

 

平 成 ２ ９ 年 １ ０ 月 １ ３ 日 

一般社団法人国立大学協会 

 

第３期教育振興基本計画は、我が国の教育政策を総括し、計画期間である平成３０年度からの５

年間のみならず、その後の教育振興政策にも引き継がれる重要な計画であるものと認識している。

本計画の審議経過報告は、初等教育から高等教育における現状と課題及び社会の活力や持続可能な

成長を確かなものとするための要件を多角的に述べているものである。本計画が実効性のあるもの

となることを強く期待し、以下のとおり意見を述べる。 

 

基礎研究そのものを強化する観点について 

 第１部、第２部を通して、イノベーションを牽引する人材を育成するという観点から研究力の強

化について言及しているものの、一方で高等教育における基礎研究及びそれを担う次代の研究者育

成の重要性が見えにくくなっている。高度な研究力は高等教育の基盤であるため、基礎研究そのも

のを強化する観点をイノベーション創出の観点と分けて記載するべきである。また、その具体的な

施策としては、大学の基盤的経費や研究者個人への助成の確保・充実を図ること等が挙げられる。

知識集約型の経済活動がもたらす付加価値が成長の大きな要素であるとして、いわゆる「出口志向」

の研究が注目されがちであるが、それも真理の探究を目的とする深く幅広い基礎研究の成果の上に

発展するものであることを忘れてはならない。 

 

人材育成におけるダイバーシティの観点について 

 我が国の高等教育システムにおいては、ダイバーシティ、特にいわゆる理系女子や女性研究者の

育成に向けた取組（例えば、理工系人材育成に関する産学官円卓会議による「理工系人材育成に関

する産学官行動計画」等）が進められているところであるが、第１部、第２部を通して、女性の人材

育成については、主にリカレント教育の観点からの記述となっている。女性の活躍を拡大すること

は、男女共同参画社会の理念から当然の要請であるのみならず、イノベーションの創出と持続可能

な社会の発展実現のために極めて重要であることから、リカレント教育に限らず、高等教育システ

ムにおける女性の人材育成について記載するべきである。 

 

「第１部 我が国における今後の教育政策の方向性」について 

２．社会の持続的な発展を牽引するための多様な力を育成する（イノベーションを牽引する人材の

育成） 

大学院の博士後期課程定員未充足による研究者の減少が論文数の低下を招き、日本の研究力の

低下を引き起こしていることについて言及するべきである。また、その点を踏まえて、第２部の

「目標（８）イノベーションを牽引する人材の育成」の「○ 大学院教育改革の推進」等の施策を

より充実させるべきである。 

５．教育政策推進のための基盤を整備する（教育政策推進の基盤） 

現在の危機的状況、特に大学の財政基盤の劣化について明確に記載するべきである。また、そ

の点に関する目標・施策を第２部において明示するべきである。 
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「第２部 今後５年間の教育政策の目標と施策群（案）」について 

目標（７）グローバルに活躍する人材の育成 

・ 測定指標候補として、「英語による授業を実施している大学の数及び割合の増加」が挙がってい

るが、グローバル化は英語化と同義ではないことや、学部と大学院の違いにも考慮するべきであ

る。 

・ 優秀な外国人留学生を確保し、内なる国際化を推進するための施策が「奨学金等の経済的支援、

外国人留学生に対する企業と連携した就職支援等」だけでは弱い。大学が教育・研究力を高め、外

国から見て魅力的な存在になることが肝要である。 

目標（１４）家庭の経済状況や地理的条件への対応 及び 目標（１８）安全・安心で質の高い教

育研究環境の整備 

目標（１４）に「教育費負担の軽減」のための取組として奨学金制度や授業料免除の充実があ

り、目標（１８）に「私立学校の基盤的経費に対する公財政支援」が記載されている一方で、「国

立大学の公財政支援」については言及されていない。「国立大学の基盤的経費である運営費交付金

の充実」についても記載が必要である。 

目標（２０）持続的な高等教育システムの構築 

地方創生の理念を踏まえた施策の検討が必要である。 

 

以 上 
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高等教育無償化（ 負担軽減） について（ 声明）

平成３０年３月８日

一般社団法人 国立大学協会

会長 山 極 壽 一

○ 政府が昨年１２月に公表した「 新しい経済政策パッケージ」 においては、 真

に支援の必要な子供たちに対して、 授業料減免及び給付型奨学金の拡充を図

るとともに、 支援対象者及び大学等の要件を定めることとしている。

○ 経済的に困難な学生にも高等教育を受ける機会を保証するために、 経済的支

援を抜本的に拡充するという政府の基本的な方針には大いに賛同し歓迎する

ものである。

○ また、 多額の税金を投入する以上、 公平性を担保するとともに教育内容等の

質保証を確保し国民に納得の得られる説明ができるよう、 支援の対象となる

学生や大学等の機関について、 意欲と能力のある学生が経済的理由により進

学を断念することなく 、 適切な教育水準等が確保された高等教育機関におい

て教育を受けられるようにするための一定の要件を求める必要があることは

理解できる。

○ ただし、 その要件を定める上においては、 次の点に留意する必要があると考

えている。

① 学生が学びたい分野・ 機関や将来活躍したい職業は多種多様であり、 これ 

らの希望を可能な限り尊重し、 何よりも学生の利益を第一に考えて学生の

意欲と能力に基づいた進路選択の自由が阻害されることのないようにする

こと。

② 各大学が、 法令上の基準等に従って適切な水準を確保しつつ、 自らの方針

に基づいて多様な教育を展開していく ための大学の自律性・ 主体性が阻害

されることのないようにすること。

○ 国立大学は、 教育、 研究及び社会貢献を通じて、 地域と国の発展を支え、 世

界をリードするという重要な使命を担っており、 特に近年の社会的要請に応

え、 大学間はもとより産業界及び自治体など社会との連携も図りながら、 基

礎的・ 先端的な学問追究のみならず外部人材の参画を得た実践的教育やリカ

レント 教育の充実、 さらには経営改革にも積極的に取り組んでいる。 また、
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本年１月２６日に国立大学協会がとりまとめた「 高等教育における国立大学

の将来像」 では、 国公私立大学の枠を越えた連携による新しい高等教育の創

出や国際展開の一層の推進を通じて、 我が国及び人類の将来を担う人材育成

を目指すこととしている。 国立大学は、 今後ともこうした改革を一層推進す

るとともに、 その取組を社会に対して説明・ 発信していく 所存である。

○ このような大学の主体的な取組を促進し、 かつ、 意欲と能力のある学生に多

様な学びの場を確保するためにも、 今後の経済的支援の具体的な要件の検討

に当たっては、 上述の点に十分留意していただきたい。
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教員の 養成及び 研修に 果た す 
国立大学の使命と その将来設計の方向性

（ Ｗ Ｇ   報 告 書   ） 

平成３０年３月２３日 

一般社団法人 国立大学協会



1 

教員の養成及び研修に果たす国立大学の使命と その将来設計の方向性

（ ＷＧ報告書）  

はじめに

我 が国においては、今日、 Society の5.0 実現を目指し、 Ｉ ＣＴ やＡ Ｉ 技術を実社会のニーズと 融合させ

るイノベーショ ンにより新しい社会を構築すること が極めて重要な課題と なっ ている。また、急速に進展す

るグローバル化の中で、いかなる地域であっ ても地球規模の課題も見据えつつ、持続可能な社会の発展を目

指すこと が不可欠になっ ている。 このよう な中で、新しい社会を支えるために必要な知識・ 技術と と もに、

急速な変化に自ら積極的に対応しむしろ未来を切り開いていく こと ができる創造性やチャレンジ精神を備え

た人材を、初等中等教育から高等教育までの全段階にわたっ て育成していく こと が喫緊の課題である。  

この 教育の在り方について考える際、その主たる担い手の一つである初等中等教育の教員（ 以下、「 教員」

と いう 。）の養成及び研修の在り 方について切り離して議論すること はできない。特に、全国に広く 設置され、

各地域における教育・ 研究人材育成や学校教育を通じた地域社会の発展と 安定等に重要な役割を果たす、教

員養成課程を設置する国立の大学・ 学部等（ 以下、「 国立教員養成大学・ 学部等」 と いう 。） は、日本の教員養

成及び研修の在り方に果たす自らの使命と 将来設計を改めて検討し、そのための改革を推し進め、日本の教

育を先導する役割を担う べきである。  

このよう な 観点から、国立大学協会教育・ 研究委員会の下に設置した「 教員の養成及び研修に果たす国立

大学の使命と その将来設計を検討するＷＧ（ 以下、「 ＷＧ」 と いう 。）」 において議論を重ね、「 国立大学の教

員養成・ 研修の在り 方」 及びそれを踏まえた改革を進めるための基本的な方向性について、「 教員養成システ

ム改革」、「 教員養成・ 研修の高度化」 の２点を中心に検討し、更にそれを実現するために必要な制度改正の

方向性等について意見をまと めた。  

各国立教員養成大学 ・ 学部等においては、本報告書を参考に、自らの将来設計を検討し、他大学や地域等

との連携・ 協働を図りながら改革に取り組むこと を期待する。  

� 国立大学の教員養成・ 研修の在り 方

国立大学 の教員養成・ 研修の在り 方については、これまで中央教育審議会や国立大学協会においても議論

が進められてきた。そこで示された方向性や現在の社会の要請等を踏まえ、主にこれから国立教員養成大学・

学部等が担う べき役割の観点から、国立大学総体と しての教員養成・ 研修の在り 方について、以下のと おり

まと めた。  

なお 、以下に示す在り方は、 ミ ッ ショ ンの異なる全ての大学・ 学部等が一律の役割を担う こと を求めるも

のではないこと に留意されたい。  

１ 教育委員会と のより 密接な連携により 地域の教員養成・ 研修の中核と なる

（ １ ） 背 景

・  平成２７年１２月の中央教育審議会答申1を受けて各都道府県等に設置された協議会（ 教員育成協議会）

について、答申では、教育委員会と大学等が相互に議論し、養成や研修の内容を調整するための制度と

しており 、更に、地域の実情に応じたものと すると と もに、各主体の自主性・ 自律性が生かされる仕組

と している。  

1 中央教育審議会答申「 これからの学校教育を担う 教員の資質能力の向上について～学び合い、高め合う 教員育成コミ ュニティ の構築

に向けて～」（ 平成27年12月21日）
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・  協議会において検討される教員育成指標の目的について、答申では、「 教職キャ リ ア全体を俯瞰しつつ、

教員がキャ リ アステージに応じて身に付けるべき資質や能力の明確化」 と しており 、また、「 各地域の実

情に応じて策定する」 こと と し、「 国は各地域の自主性、自律性に配慮する」 と している。すなわち、各

地域において、それぞれの実情等に基づき、教員養成段階から生涯にわたる教員の学びを関連付けて自

律的に運用すること を求めるものである。  

—・ また 、「 教員需要の減少期における教員養成・ 研修機能の強化に向けて 国立教員養成大学・ 学部、大

—学院、附属学校の改革に関する有識者会議報告書 （ 平成 年 月 日29 8 29 ）」（ 以下、「 有識者会議報

告書」 と いう 。） においても、地域ニーズへの対応と して、国立の教員養成大学・ 学部等は「 教育委員会

等と の「 協議会」に主体的に参画し、教員のライフステージに応じた資質向上に体系的に関わること や、

教育委員会や学校現場との人事交流等を通じて、地域の教育委員会等と 連携しつつ、地域が求める教員

像を的確に把握し、それを確実に反映した教員の養成・ 研修に取り組むこと 」 と している。  

・  ＷＧにおいても、それぞれの地域における教育委員会と大学の協働、地域密着型の教員養成・ 研修の

必要性やニーズの高まり については、上記答申や報告書において言及される以前から各大学において認

識していること が指摘されている。一方で、これに対応できる確たる組織・ 体制が大学側に無ければ、

連携と いう 名の下に地域や行政の需要に応じるだけの下請けのよう な存在になっ てしまう 懸念が示され

ており 、このよう な動向に対応した大学組織・ 体制の見直しが必要と いう 議論があっ た。  

（ ２ ） 国立教員養成大学・ 学部等の方向性

・  以上のよう に、各地域における実情に応じた教員養成・ 研修の一体的な運用と 、教員の資質能力向上

への確実な寄与が求められている現状においては、教育委員会と の密接な連携によっ てその中核を担う

教育研究機関が不可欠である。そして、それは各都道府県等に設置され、地域の高度な教育研究機会を

安定的に確保し、国の政策的な人材養成需要や地域の特性を踏まえた長期的な視点に基づく 計画的な教

員養成・ 研修を行っ てきた国立教員養成大学・ 学部等が担う べきである。また、その組織・ 体制は、地

域独自のニーズにきめ細かく 対応し、更には地域の実情に応じた提案を積極的に行う ためにも、独自性・

主体性を保持した確たるものである必要がある。  

・ よっ て 、地域の教員養成・ 研修の中核を担う べく 、全都道府県等に少なく と も一つの国立教員養成大

学・ 学部等を配置すること を堅持しつつ、それらが必要に応じて連携・ 協働しながら教員養成・ 研修の

高度化を先導する構想を描く べきである。  

２ 初中教育の高度化を主導する高度専門職業人としての教員の養成・ 研修を先導し、けん引する

（ １ ） 初等中等教育の高度化を主導する高度専門職業人と しての教員に求められる資質能力

・  学習指導要領の改訂2により 、教員には、カリ キュ ラム・ マネジメントの視点、「 主体的・ 対話的で深

い学び」 の視点からの授業改善、新たな教育内容（ 小学校における外国語教育の導入等） への対応、コ

ンピュータ等を活用した学習活動の充実等が求められること と なり 、 より質の高い教育を進めるため、

新たな専門的知識・ 技能の習得が必要となる。  

・  中央教育審議会答申においては、 これからの教員に求められる資質能力の中で、「 学び続ける教員像」

の確立について言及しており 3、また、前述のと おり 、各都道府県等に設置された協議会が定める教員育

2 小学校： 平成30 年度～移行期間・ 平成32 年度～全面実施、中学校： 平成30 年度～移行期間・ 平成33 年度～全面実施

3 中央教育審議会答申「 教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について」（ 平成24 年8月28 日）、「 これからの

学校教育を担う 教員の資質能力の向上について～学び合い、高め合う 教員育成コミ ュニティ の構築に向けて～」（ 平成27 年12 月21
日）
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成指標では、教員養成・ 研修を一体化したキャ リ アステージに応じて身につけるべき資質や能力を示す

こと と なっ ている。すなわち、教員には、教育課題に対して主体的に取り組み学び続ける資質能力が求

められること と なる。 このと き、養成段階においては、学び続けること を支える興味・ 関心、知識、探

究力と いっ た基盤を身に付けること が必要と なり 、教員と なっ た後においても、新たな教育課題に対す

る新規の知識の習得だけでなく 、実践をもと に省察を深める力、教員と しての継続的な学び直しを実践

できる力が必要となる。  

（ ２ ） 国立教員養成大学・ 学部等の方向性

・  以上のよう に、新たな教育課題に関する知識と 教育方法ならびに教員と しての学び方等、教員に求め

られる資質能力は益々高度化していく こと が考えられるため、教職大学院を中心と して、このよう な「 高

度専門職業人」 と しての教員の養成・ 研修に資する先導的カリ キュラムや教育方法の開発を進めるべき

である。  

・  併せて、教育委員会との連携の下で、教員養成・ 研修の一体化の観点から、教職大学院を基軸にして

現職教員研修の高度化を実現すると と もに、現職教員の学び直しを促すリ カレント型教育システムの開

発も検討するべきである。  

・  更に、開発した教員養成・ 研修カリ キュ ラムや教育方法等を地域の公私立大学に対して提供すると共

に、公私立大学と 教員養成・ 研修に関する実質的な連携・ 協働を推進すること によっ て、地域全体の教

員養成・ 研修の高度化・ 効率化を実現するための核となる役割を担う こと が期待される。  

・ また 、各国立大学が有する多様な資源は、新たな教育課題（ 例えば、 Ｉ ＣＴ の活用、外国語教育） 等

への対応に資するものであり 、 それらを活用できるよう な大学間・ 大学内の実質的な連携体制を検討す

るべきである。  

３ 教員養成・ 研修の高度化を支える大学教員の育成、研究力の強化を担う

・  国立大学協会の「 高等教育における国立大学の将来像（ 最終まと め）」 の中において、大学院について

は、「 各大学の状況に応じ規模の拡充を図る」 と しており 、その博士課程については、「 公私立大学を含

め大学の教育研究を担う 人材を養成すると いう 重要な機能もあり 、我が国の高等教育の質の充実向上に

資する観点からの充実も必要である」 と している。  

・  一方で、国の議論においては、「 国立の教員養成系大学・ 学部の在り方に関する懇談会報告書（ 平成13

年 月 日11 22 ）」 以降、様 な々会議体で教員養成・ 研修を担う 大学教員の課題が指摘されている。  

・  ＷＧにおいても、大学教員について、特に開放制の下で教職課程を置く 学部等の大学教員に対して教

員養成を担う ために必要な教育が十分には行われていないこと 、諸外国では当然にある教師教育者教育

が日本では未だに確立されていないこと が指摘された。更に、大学院の在り方について、平成 年24 ８

月の中央教育審議会答申等4を受けて、高度専門職業人と しての教員の養成機能に関しては大学院教育学

研究科（ 修士課程） から教職大学院への移行が進みつつあるが、専門職大学院である教職大学院は高度

専門職業人養成を目的と しているため5、教員養成に関する先端的研究者の育成や研究への比重が小さく

4 中央教育審議会答申「 教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について」（ 平成24 年8月28 日）、教員の資質

能力向上に係る当面の改善方策の実施に向けた協力者会議報告「 大学院段階の教員養成の改革と充実等について」（ 平成25 年10 月15
日） 等

5 専門職大学院設置基準第２条第１項 専門職学位課程 は、高度の専門性が求められる職業を担う ための深い学識及び卓越した能力を

培う こと を目的とする。

同基準第 ２６条 第 ２条第１項の専門職学位課程のう ち、専ら幼稚園、小学校、中学校、中等教育学校及び特別支援学校（ 以下「 小

学校等」 と いう 。） の高度の専門的な能力及び優れた資質を有する教員の養成のための教育を行う こと を目的とするものであっ て、こ

の章の規定に基づく ものを置く 専門職大学院は、当該課程に関し、教職大学院とする。
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なり 、教員の養成を担う 優れた大学教員の減少や研究力の低下等、教員養成大学・ 学部の教育研究基盤

の脆弱化につながると いう 議論があっ た。  

・  以上の議論を踏まえて、国立教員養成大学・ 学部等は、国立大学と しての重要な機能である大学教員

の育成及び研究力の強化について、教員養成の分野における在り方を検討するべきである。  

４ 「 チーム学校」 における教育支援人材の養成・ 研修を担う

・  平成２７年１２月の中央教育審議会答申6においては、「 学校のマネジメントを強化し、組織と して教

育活動に取り組む体制を創り上げると と もに、必要な指導体制を整備すること が必要である」 と して、

チームと しての学校の必要性を謳っ ており 、「 その上で、生徒指導や特別支援教育等の充実を図るために、

学校や教員が、心理や福祉等の専門家や専門機関と連携・ 分担する体制を整備し、学校の機能を強化し

ていく こと が重要である」 と している。また答申の中では、専門スタッ フ （ 心理や福祉等の専門家等）

を単に専門知識を有する者ではなく 、学校教育等についての知識・ 考え方と 専門知識を兼ね揃えたチー

ム学校の一員と して教員等と 協働できる者と して位置づけている。  

・  更に、専門スタッ フを担う 人材の確保については、「 全国的に格差が生じること のないよう 、計画的に

配置を促進する」 と し、「 学校や地域の実態によっ ては、外国の言語や文化的な背景を理解できるよう な

専門スタッ フの養成や活用も求められている」 と しており 、専門スタッ フには、チーム学校の一員と し

ての資質を前提と しながら、地域特性に応じた知識も求めており 、そのよう な人材を全国で格差が生じ

ないよう に配置する方向性が示されている。  

・  ＷＧにおいては、国立教員養成大学・ 学部等は、その資源を活用して、教員の養成・ 研修だけでなく 、

専門スタッ フを含めた「 チーム学校」 や「 地域学校協働」 を担う 教育支援人材の養成・ 研修を担う 役割

も期待できると いう 議論があっ た。  

・  以上を踏まえて、国立教員養成大学・ 学部等は、教育委員会等との連携の下で、その地域に求められ

る教育支援人材像を共有し、その地域における教育支援人材の養成・ 研修を担う こと を検討するべきで

ある。  

� 国立大学の教員養成・ 研修の在り 方を踏まえた「 教員養成システム改革」 の方向性

国立大学協会の「 高等教育における国立大学の将来像（ 最終まと め）」 の中において、国立大学の教育の方

向性を次のよう に示している。  

○  我が国の将来を支える人材を育成するためには、初等中等段階からの教育が重要であり 、教員養成大

学・ 学部の役割は極めて大きい。少子化による教員需要への影響はあるものの、Society5.0 の実現やグ

ローバル化の一層の進展に対応した初等中等教育の高度化を推進すると と もに、多様な児童生徒に対す

る教育の充実を図ること が重要であり 、国立教員養成大学・ 学部はそれを主導する質の高い教員の養成

と研修を先導し牽引していく 責務がある。 このため、都道府県に対応した地域や地域を越えた広域エリ

アにおいて、国立大学間にと どまらず公私立大学との間の連携・ 統合や総合大学においては学内の連携

を積極的に検討し、教育委員会と も連携・ 協働を図り ながら、現職教員のリ カレント教育を含む教員養

成・ 研修の高度化を推進する。例えば、地域の特性に留意しつつ、広域エリ ア内の大学間で資源を補完

し合う 相補的分散協働型の連携を行う こ と や機能別又は得意分野に特化した課程に再編するこ と も含

め、学校現場のニーズに応える教員養成・ 研修の機能を強化する方策を検討する必要がある。  

また、国立大学の規模及び経営形態の方向性を次のよう に示している。  

6 中央教育審議会答申「 チームと しての学校の在り方と今後の改善方策について」（ 平成27 年12 月21 日）
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○  国立大学の１大学当たり の規模は、諸外国の有力大学と比較すると 小さい。スケールメリ ッ トを生か

した資源の有効活用や教育研究の高度化・ シナジー効果を生み出すためには、規模を拡大して経営基盤

を強化すること を検討する必要がある。このこと はたんなる効率化や経費削減ではなく 、むしろ一層の

資源の集中的な投資により 最先端の教育研究や国際競争力の強化による国際展開の推進において最大限

の効果を挙げるための受け皿を整備するものであること を忘れてはならない。  

○  そのためには、複数の大学を統合すること も１つの方策であるが、各大学が長年にわたっ て形成して

きた強み・ 特色やアイデンティ ティ が損なわれ、かえっ て活力や特色が薄れる恐れもある。規模が小さ

いこと により学生間や教職員と 学生と の距離が近く なり 、きめ細かい教育と 人間性の涵養にプラスに働

く と いう メリ ッ トがあること にも留意しなければならない。また、前述したよう に全都道府県に地域の

ニーズに応じた文系・ 理系にわたる幅広い分野の高度な教育研究機能を有する国立大学（ キャンパス）

を置く と いう 基本原則は堅持すべきである。  

○  さらに、「 世界の中の日本」 と いう 観点も重要であり 、地域の大学であっ ても、また、単科大学におい

ても、その特性や強みを生かした個性的な教育研究を展開し、世界に発信している例も多いこと に留意

する必要がある。  

○  こう した観点からは、アメリ カのカリ フ ォルニア大学システムやフランスの複数大学による連合体の

成果や課題を検証し、それらを参考にしながら、我が国の状況に合っ た様々な経営形態の在り方を研究

する必要がある。例えば、全都道府県に独立性・ 自律性を持っ た国立大学（ キャ ンパス） を維持しつつ

も、複数の地域にまたがっ て、より広域的な視野から戦略的に国立大学（ キャンパス） 間の資源配分、

役割分担等を調整・ 決定する経営体を導入すること も検討すべきである。その場合、各国立大学（ キャ

ンパス） の特性や個性・ 強みを失わせること なく 、むしろそれらを一層発展させるよう に配慮する必要

がある。  

○  また、機能的に重複して保有すること と なる資産については、整理・ 有効活用のほか、再配置を検討

すること により 、広域的な視野から見た国立大学（ キャンパス） の機能強化につなげる必要がある。  

以上のよう な観点、更に前述の「 国立大学の教員養成・ 研修の在り方」 を踏まえた教員養成・ 研修機能強

化に主眼を置いた、国立教員養成大学・ 学部等の規模、連携・ 協働に関する改革の方向性を以下のと おり示

す。  

１ 教員需要の減少期における入学定員及び組織・ 体制の在り 方

（ １ ） 教員需要の観点からの検討

・  地域の教員需要を適切に予測すること で、その地域の教員養成の必要規模（ 入学定員等） が自ずと推

定されるが、教員需要については、日本全体と しては減少期を迎えるものの、それには地域差が大きい

こと が既に示されている 7。 このこと から、各国立教員養成大学・ 学部等は、教育委員会等と 連携して、

地域の教員需要予測に基づいた地域の教員養成の必要規模、更には自大学・ 学部に求められる教員養成

の規模等をまずは把握するべきである。  

・  一方で、教員需要が減少すると いう 前提に対しては、まずは学校の役割拡大に伴う 業務の増大により

疲弊している現場の状況に鑑みて教職員定数等の改善を検討するべきであり 、そう するならば少子化は

単純に教員需要の減少には結びつかないと する議論がある。 この点について、財務省からは「 教職員数

7 例えば、国立教員養成大学・ 学部、大学院、附属学校の改革に関する有識者会議（ 第9 回） 資料３公立小中学校教員需要推計（ 平成

29 年度～平成42 年度）（ 広島大学山崎博敏教授提供資料） 等
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の増加が必要と なるか否かは、定量的かつ客観的なエビデンスや PDCA サイクルの確立が前提となる」

と いう 方向性が示されている 8。 このよう な状況を踏まえると 、例えば、日本教育大学協会9が教職員定

数の拡充を訴えている知事会や教育長協議会等と 連携・ 協働して、体系的な実証研究により 教員配置の

教育効果をエビデンスベースで示し、その主張を後押しするよう な方向性が考えられる 10。  

（ ２ ） 機能強化の観点からの検討

・  各国立教員養成大学・ 学部等は、地域の教員需要等から導き出される規模等を検討の一つの根拠と し

ながらも、それのみならず、国立大学総体と しての教員養成・ 研修の在り方も踏まえた自らが担う 使命

と 将来設計を再度構築する中で、これからの組織・体制及び入学定員等の在り方を検討するべきである。  

・ すなわち 、現在の組織・ 体制等を維持すること を前提に新たな使命や機能を付加するのではなく 、自

大学・ 学部の強みや自大学・ 学部だからこそ担える使命や機能を明確に打ち出し、それを果たすために

最適な組織・ 体制等を検討すると いう マインドチェ ンジが必要である。  

２ 教員養成・ 研修機能強化のための連携・ 協働の在り方

２－１ 国立大学間の連携・ 統合の在り方

（ １ ） 連携の在り方を検討するための広域エリ アのプラッ トフォームの形成

・  有識者会議報告書が指摘する課題も含めて、各国立教員養成大学・ 学部等が抱える課題は広域エリ ア

共通のもの、あるいは国立大学と 教育委員会が連携して対応しなければ解決できないものを多分に含ん

でいる。（ 例えば、カリ キュ ラムと学校現場で求められる資質・能力と のギャ ッ プ、卒業生等の実態把握、

教員需要・ 供給の地域間格差・ 将来変動 等 ）  

・  課題に対応するための仕組と して、後述する「 国立大学の役割の明確化・ 集中による機能強化」 や「 国

立大学の連携による機能強化」 等を検討するには、まずそれについて協議する場と 、広域エリ ア共通の

教育課題、各地域の教育政策、教員や教育支援人材の需要、活用できる資源等の情報共有が必要である。  

・  以上のこと から、まずは、広域エリ アの国立大学や教育委員会等から構成される、これからの実質的

な連携や統合の在り 方等を検討するためのプラッ トフォームの形成を検討するべきである。  

・ このプラッ トフ ォームを 形成するに当たり 、連携する広域エリ アの範囲を、地理的観点、機能的観点

等からどのよう に考えるかについては、地域や大学の実情に応じてなお検討を要するため、まずは既存

の枠組を用いた準備協議の場を設ける必要があると考えられる。そのためには、例えば、国立大学協会

あるいは日本教育大学協会の中で協議すること が考えられる。  

【 先行事例】 ① 東北教職高度化プラッ トフォーム（ 宮城教育、弘前、岩手、秋田、山形、福島）  

    ② 「 学び続ける教員」 のための教員養成・ 研修高度化事業（ 奈良教育、京都教育、大阪教育）  

（ ２ ） 国立大学の役割の明確化・ 集中による機能強化

・  各国立大学には、国立大学総体と しての教員養成の在り方を踏まえた、個 に々担う べき教員養成に果

たす使命がある。例えば、教員養成分野の「 ミ ッ ショ ンの再定義」 においては、教員養成大学・ 学部４

４大学のう ち、34 大学が「 地域連携機能の強化」、７大学が「 広域にわたる特定機能の強化」、３大学が

8 財政制度等審議会財政制度分科会（ 平成29 年10 月31 日） における「 文教・ 科学技術」 に関する資料において「 検討の方向性： 教

職員定数」 と して言及している

9 教育に関する学術の研究及び教育者養成を主とする国立大学・ 学部を会員とする組織

10 先行する調査研究と して、例えば、国立教育政策研究所による「 学級編制と少人数指導形態が児童の学力に与える影響についての

調査報告書」（ 平成24 年3月） があるが、そこでは現行を下回る基準による少人数学級編制を継続的に実施した学校の優位性が示唆さ

れている
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「 大学院重点大学」 をそれぞれ標榜している 11。  

・ また 、教員養成大学・ 学部以外に開放制の下で教職課程認定を受けている国立大学も多く 12、更に修

士課程、博士課程、教職大学院の設置の有無などもあり 、各国立大学の強み、特性、目的、課題等は様々

である。  

・  一方で、公私立大学等も含めた多様な教育機関において開放制の下で教員養成が行われている現状を

踏まえると 、国全体の教員養成・ 研修の質の保証や高度化を進めるためには、多様な教育機関がそれぞ

れのミ ッ ショ ンを持ちながらも、ネッ トワークを組んで連携・ 協働する必要がある。  

・  以上のよう な状況を考慮すると 、国立教員養成大学・ 学部等は、教育に係る国の責任に鑑み、質の高

い教員を安定して一定数養成する観点から各都道府県に設置され、国全体の均衡ある発展に資する水平

方向の並立体制を維持してきたと ころであるが、 これに加えて、各大学・ 学部のミ ッ ショ ン等を踏まえ

た役割の明確化・ 集中と 、それに基づいたネッ トワーク化について検討を進めること も必要である。  

・  例えば、単科の国立教員養成大学においては、その資源を持ち寄っ て、教員の資質能力の高度化に資

するモデルと なる教員養成・ 研修、あるいは全国的な教育課題（ 例えば、少子化による小規模校の増加、

特別支援教育等） に対応した教員養成・ 研修のカリ キュ ラムを研究・ 開発し、その成果の普及等により

国全体の教員養成・ 研修の質の保証や高度化をけん引する役割を担う こと や、全国的な教員養成機関の

ネッ トワークのハブや広域エリ アのマネジメント機能を担い、教員養成の広域拠点と なるよう な方向性

が考えられる。  

【 先行事例】 ③ 教員養成ルネッ サンス・ ＨＡＴ Ｏプロジェ クト（ 北海道教育、愛知教育、東京学芸、大阪教育）  

・  一方で、教員養成分野の「 ミ ッ ショ ンの再定義」 において「 地域連携機能の強化」 を標榜した総合大

学等においては、自大学の資源のみならず、前述のよう な単科の国立教員養成大学が提供する先進的な

教育資源、あるいは後述する大学間連携によっ て得られる教育資源等を活用して、地域の教育委員会は

もと より 、地域の公私立大学と の実質的な連携・ 協働を図り ながら、地域全体の教員養成の高度化を実

現するための核となるよう な方向性が考えられる。

（ ３ ） 国立大学の連携による機能強化

① 国立大学間連携の方向性

・  教員養成・ 研修は、各都道府県等の地域の教育ニーズに応えるべきものであり 、教育委員会等と の密

接な連携の下で成立するものであるため、各国立教員養成大学・学部等が独自性・ 主体性を保持しつつ、

それぞれの地域で教員養成・ 研修の高度化等を推進すること が望ましい。  

・ このと き 、人的にも財政的にも資源が限られている現状において、個 の々大学単独では果たすべき役

割を担う こと は極めて困難であること が予想されるため、資源を大学間で相互に補完し合う 実質的な連

携体制の構築・ 強化が必要である（ 相補的分散協働型の連携）。また、このよう な連携体制の構築は、新

たな教育課題への対応や、各地域に中学校全教科の教員養成機能を維持する上で有効であると考えられ

る。  

11 『 地域連携機能の強化』 には「 都道府県の教育委員会との密接な連携により 、当該地域の教員養成・ 研修の中核的機能を担う 総合

大学等」、『 広域にわたる特定機能の強化』 には「 地域密接に加え広域の拠点となる特定の機能を併せ持つこと を目指す教員養成大学

等」、『 大学院重点大学』 には「 大学院教育を中核に位置付け、我が国の現職教員再教育の拠点型機能を目的と して設立された大学」 が

それぞれ該当する

12 平成２９年４月１日現在、単科の国立教員養成大学： １１大学、教員養成学部を置く 国立の総合大学等： ３３大学、教員養成学部

を置かずに開放制の下で教職課程認定を受けている国立大学： ３４大学（ 高等学校教諭免許状のみを含む）、教職課程認定を受けてい

ない国立大学： ８大学
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・  更に、資源の相互補完のみならず、機能強化・ 効率化の観点から、共同教育課程の設置や、何かに特

化した教員養成プログラム（ 例えば、留学生が過半数を占めるよう なプログラム） の展開まで視野に入

れた連携も必要に応じて検討すること も考えられる。  

② 国立大学間連携の課題

【 Ｉ ＣＴ システム等の環境整備の必要性】

・  広域で連携をするに当たっ ての障害と して、連携する大学間が物理的に離れていること により 人の移

動・ 交流等に係る負担が大きい等の地理的な問題がある。これを解消するには、 Ｉ ＣＴ システム等の環

境整備が必要と なる。 この活用例と しては、双方向通信システムを用いた複数大学間共同授業の実施、

協議会の実施等が考えられる。  

・  双方向通信システムを用いた複数大学間共同授業を行う 際は、それに適した授業の構成が必要となる。

例えば、通信システムを用いた講義・ 話題の提供の後、各大学において演習を行い、最後に再びシステ

ムをつないで演習の報告・ 共有をすると いっ た授業構成が考えられる。  

・ なお 、 Ｉ ＣＴ システムの環境整備等のための予算措置を国に求めるには、それによる教育と コスト削

減の効果を示すべく 、実証研究を継続して行う 必要がある。  

【 大学設置基準等の改正の必要性】

・  連携する各大学の強みを活かし、不足する部分を補い合う 観点から、例えば、各大学が特色ある授業

を提供し合い、それぞれの大学の教育課程に必要な授業科目と して組み込むこと ができるよう な制度改

正が必要となる。  

【 先行事例】 ④ 四国地区教職大学院の連携による機能強化（ 四国地区教職高度化アライアンス（ 仮称））（ 鳴門教

育、香川、愛媛、高知）  

（ ４ ） 国立大学間の統合の可能性

・  全都道府県等にその地域の教員養成・ 研修の中核を担う べく 少なく と も一つの国立教員養成大学・ 学

部等の配置を堅持すべきと いう のは前述のと おり であるが、例えば、広域エリ アの複数の国立大学が一

法人と なること で、スケールメリ ッ トを活かし、多様な資源の共有を進め、教員養成・ 研修機能を強化

するよう な方向性も検討の余地がある。このと き、個 の々大学のミ ッ ショ ンやアイデンティ ティ を尊重

し、それぞれの大学がそれぞれの地域の特性・ ニーズを踏まえて、地域の教員養成・ 研修の活性化に向

けて尽力すること を後押しできる体制が前提であること は論をまたない。  

２－２ 公私立大学との連携・ 協働の在り方

・  各地域において教職課程を有する私立大学が年々増加し、その中から教員を志望する学生が増加して

いる現状を踏まえると 、地域の教員養成・ 研修の高度化には、地域の教育委員会はもと より 、公私立大

学と の実質的な連携・ 協働が必要であり 、国立教員養成大学・学部等はその核となること が期待される。  

・  連携・ 協働の形態と して、例えば、国公私立大学で共同教育課程を設置すること 等が考えられる。ま

た、有識者会議報告書においては、特定の教科の教員養成機能を特定の大学に集約すること についても

提言されているが、これらの検討においては、連携する各大学の教員養成・ 研修の質（ 学生の学習意欲

等を含む） が一定程度保証されていなければ、かえっ て地域の教育力を損なう （ 例えば、中学校教諭免

許状の教科に偏りが生じる等） 可能性があること に留意しなければならない。  

・  教職大学院においては、既に国立大学を基幹と して私立大学と共同で連合教職大学院を設置して連携・
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協働している事例があり 13、そのよう な先行事例を分析・ 評価して、各地域の施策に活かすと いう 方向

性も検討するべきである。  

【 先行事例】 ⑤ 愛知教員養成コンソーシアム連絡協議会（ 愛知教育（ 主幹）  外 国公私立 ３３大学）  

⑥ 教職アドバンストプログラム（ 兵庫教育、兵庫県立、神戸学院、神戸女子、神戸親和女子、武庫 

川女子 ）  

⑦ 京都教育大学大学院連合教職実践研究科（ 京都教育、京都産業、京都女子、同志社、同志社女子、 

佛教 、龍谷）  

２－３ 各都道府県等に幅広い分野の教員養成・ 研修機能を維持する必要性

（ １ ） 幅広い分野の教員養成・ 研修機能を維持する必要性

・  前述のと おり 、国立教員養成大学・ 学部等が教育委員会と のより密接な連携により地域の教員養成・

研修の中核を担う には、全都道府県等に少なく と も一つの配置を堅持すること が不可欠である。一方で、

限られた資源の中では大学間で連携・ 協働して教育課題に対応すること が求められる。 このと き、同一

地域内あるいは広域エリ アで中学校教諭免許状の教科を分担するよう な連携（ 各都道府県等あるいは各

教員養成大学・ 学部等で全分野の教員養成を維持しない連携） も方策の一つと して考えられるが、その

導入については、次のよう な観点から慎重な検討を要する。  

① 都道府県等を跨ぎ大学間で中学校教諭免許状の教科を分担する場合

【 教員需要への対応】

キャンパスがある  地域への学生の帰属意識、ひいてはその地域への就職志望が高まること 等により 、

各都道府県等で教員志望者が所持する中学校教諭免許状の教科に偏り が生じる可能性がある。  

【 教育実習の実習校の確保】

・  学生の主免（ 主と して取得する免許） の教科に偏り が生じること で、学生が所属するキャンパスの所

在地域で実習校を確保すること が困難になる。  

【 現職教員研修への対応】

・  各都道府県等の大学の教科専門担当教員に偏り が生じること で、各都道府県等の現職教員研修の需要

に十分対応しきれなく なる懸念がある。県外で研修を受ける場合、現職教員の負担が増大すること が懸

念される。  

【 都道府県等別の対応の必要性】

・  現状と して教育行政（ 教員育成指標の作成等を含む） が都道府県等単位で行われていること から、都

道府県等を跨ぎ大学間で中学校教諭免許状の教科を分担する場合、その教科を担当する大学が対象とす

る全ての都道府県等の教育委員会との連携及び教育ニーズへの対応を行う こと が必要になり 、効率性の

観点から望ましく ない。また、教育委員会と しても、教科ごと に他地域の大学と 連携すること は、地域

で包括的な教育政策を進める上で難しいと 考えられる。  

② 同一地域の大学間で中学校教諭免許状の教科を分担する場合

【 小規模化する学校に対応した教員養成】

・  少子化の進行に伴い、学校の小規模化も進行している。このため、中学校においても全教科の担当教

13 ― ―森田真樹「 教職大学院における教員養成の現状と課題 京都連合教職大学院の実践を中心に 」『 立命館高等教育研究』 第11 号, 
2011 年3 月 では、連合教職大学院発足の経緯と して、「 他の専門職大学院と同様に、教職大学院においても、専任教員数が最低で

11 名、う ち実務家教員が 4割以上と されており 、加えて地元教育委員会との連携、実習を行う 連携協力校の確保など、私立大学にお

いては、容易に設置できる基準ではなく 、私学の立場からすれば、学生のより高い教育研究の進路を実現するためにも、連合に参加す

るメリ ッ トは十分にある。他方、基幹大学の京都教育大学にと っ ても、連合構成大学から多彩な研究領域の教員や入学者を得ることが

でき、既存組織の大幅な改編をすること なく 設置が可能であると いう メリ ッ トもある。」 と している。
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員を配置すること が困難な地域も少なく ない。このよう な地域では複数免許を有する教員が求められて

おり 、現に複数免許保有者に採用試験での優遇措置を講じていると ころも見られる。また、既に学生の

複数免許の取得を促進している大学もある。 このよう な状況を踏まえると 、地域の学校教育を支える国

立教員養成大学・ 学部等においては、全教科の教員養成を行いう る体制を整えること が重要である。  

【 教員養成の質の担保】

・  小学校教諭免許状を主免と する場合でも、中学校の副免を取ること が教科の専門性を高めること につ

ながること や、中学校のいわゆる実技系教科（ 美術、技術、家庭等） の教科内容及び指導法が小学校の

教員養成にも必要となること に留意するべきである。また、初等中等教育の一貫した教育が一層推進さ

れよう と している現在においては14、 その連携を意識した教育が行える教員、小学校における教科担任

制を担えるよう な教員の養成を意識する必要がある。したがっ て、特定の大学が特定の教科を担う よう

な連携をする場合においても、教員養成の質を担保できる仕組を併せて検討する必要がある。  

（ ２ ） 幅広い分野の養成機能を維持する方策

・  以上のよう な観点から、少なく と も各都道府県等で幅広い分野の教員養成・ 研修機能を維持する方向

で検討すること が必要である。一方で、各都道府県等の国立教員養成大学・ 学部等の資源には限り があ

り 、既に幅広い分野の養成機能の維持が困難な大学・学部があること から、「 ２－１  国立大学間の連携・

統合の在り 方」 や「 ２－２  公私立大学と の連携・ 協働の在り方」 に示すよう な実質的な連携・ 協働の

検討が必要である。  

・ また 、教職課程を置く 総合大学等においては、まずは、後述するよう に学内資源を活用して、大学と

して幅広い分野の養成機能を維持する方策を検討するべきである。  

（ ３ ） 幅広い分野の養成機能の維持に関する課題

・  特定の教科について、教職課程認定上の必要専任教員数の確保が困難な大学が、連携する他大学の資

源を活用して引き続き課程認定を受けるには、一人の教員を複数大学が専任教員と してカウントできる、

あるいは他大学が開設する授業を含めて課程認定を受けられるよう な大学設置基準等の改正が必要とな

る。  

２－４ 総合大学等における学内連携の在り方

（ １ ） 学内連携の方向性

・  ＷＧにおいては、総合大学等において開放制の下で教職課程を設置する学部等は教員免許状を出すこ

と が目的化している場合があり 、教員免許状を取得した者が教員になる割合が低いと いう 報告があっ た。

また、総合大学においては学部間で協働する意識が低いと いう 点も指摘された。  

・  人的にも財政的にも資源が限られている現状において、総合大学等は学内の資源を積極的に活用して、

単に教員免許状を出すのではなく 、優れた教員を輩出すると いう 観点から、教員養成・ 研修機能の強化・

効率化の仕組を検討するべきである。  

・ この 方策の一つと して、全学の教員養成・ 研修のマネジメントや質保証・ 向上及び教員養成・ 教育委

員会等学外との連携を担う 組織と して「 教職センター」 を設置すること が考えられる。 このこと は、既

14 例えば、中央教育審議会教育振興基本計画部会が平成29 年9月19 日に取り まと めた「 第３期教育振興基本計画の策定に向けたこ

れまでの審議経過について」 においては、「 今後５年間の教育政策の目標と施策群」 の中で「 学校段階間の連携の推進」 を挙げている
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に平成２４年８月の中央教育審議会答申において指摘され15、既に設置されている大学もある 16こ と か

ら、更なる設置・ 充実を検討するべきである。このと き、実質的な全学連携・ 協働を円滑に進める観点

から、学部横断的にガバナンスを発揮できるよう に全学的な組織「 全学教職センター」 と して設置し、

その中に教員養成学部等だけでなく 、他学部等の教員も明確に位置付けるべきである。  

・ また 、近年、多く の国立大学において教育組織と教員組織の分離が進められ、中央教育審議会におい

ては「 学部等の組織の枠を超えた学位プログラムの実現」 が検討の俎上に載せられていること から、教

職課程についても学内連携を更に発展させ、従来の学部・ 学科単位ではなく 、カリ キュ ラムをベースと

した教員養成体制を整備して、そこで提供する教育プログラムに対して課程認定を受けるよう な、抜本

的な制度改革についても検討を進めるべきである。その実現には、教職課程認定基準等の改正が必要と

なる。  

（ ２ ） 全学体制で教員養成を担う 際に「 全学教職センター」 等の統括組織に期待される役割

① 全学の教職課程の質保証・ 向上及びマネジメントに関する機能

・  既に各大学の教職センター等が担っ ているよう な、教職課程運営の基本方針の検討、教職実践演習や

教育実習の企画、教職課程認定や教員採用等の情報発信、オリ エンテーショ ン・ 各種ガイダンスの開催

等の役割のほか、次のよう な機能を担う こと を提案する。  

【 教職への動機づけの維持・ 促進】

・  開放制の下で教職課程を置く 学部等においては、教員養成学部と比較して学生の教職への動機づけと

その維持・ 促進の機能が弱いと いう 指摘があるため、これを補う 機能を担う 。例えば、入口においては、

学生の教員志望の意志を確認（ 面接等） し、プロセスにおいては、学生の到達状況を一元管理すること

等が考えられる。  

【 教職課程認定に係る学内審査】

・  教職課程認定大学等実地視察において、教職課程認定の授業科目構成や授業内容が認定基準を満たし

ていない事例があること が指摘されていること から、専門的知識を有する統括組織が全学の教職課程チ

ェ ッ ク機能を担う 。  

【 教員養成に関するＦ Ｄ研修の企画・ 運営】

・  総合大学においては、専門学部等の人的資源を活かした特色ある教育が期待できる一方で、教員養成

に携わる教員には当該教科を学ぶ意味や面白さを伝えるよう な視点が求められること にも留意しなけれ

ばならない。このよう な観点から、教員養成に携わる大学教員に対して、教員養成の担い手と しての資

質や意識の向上に資するよう なＦ Ｄ研修を企画し、実施する。  

・ このと き 、自大学で独自の研修内容を検討すること も必要であるが、国立教員養成大学が開発した教

員養成に携わる大学教職員向けの教材17等、既存の資源を活用すること も検討する。  

【 学部融合カリ キュラムの開発】

・  各学部の特色・ 強みを結集して、教科の指導力及び教師の専門性を兼ね備えた教員を養成すること を

15 中央教育審議会答申「 教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について」（ 平成24 年8 月28 日） において、

「 教員養成の質を全学的に高めるため、一部の総合大学では「 教職センター」 等の全学的な体制を整備し、教員養成カリ キュラムの改

善等に積極的に取り組んでいる。こう した取組は、総合大学の有する資源・ 機能の教員養成に対する活用、教育学部の有する資源・ 機

能の全学的活用等の観点からも極めて有効であり 、多く の大学で同様の取組を推進すること が必要である。」 と している

16 例えば、岡山大学教師教育開発センター（ 平成22 年度設置）、愛媛大学教職総合センター（ 平成22 年度設置）、静岡大学教職セン

ター（ 平成27 年度設置）、富山大学教育・ 学生支援機構教職支援センター（ 平成28 年度設置） 等

17 ＨＡＴ Ｏプロジェ クト研修・ 交流支援部門が開発した教員養成大学・ 学部及び国公私立大学の教職課程に勤務する大学教職員を対

象とする「 教員養成ならではの教職員ＰＤ講座（ ８講座）」 がある。現在、ビデオスライド、セルフチェ ッ クリ スト、確認テスト、パ

ンフレッ ト等が一体となっ た「 ＰＤ講座パッ ケージ」 の作成が進められている（ 現在一部ＷＥＢ公開中、平成２９年度末完成予定）。
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目的と した学部融合カリ キュ ラムを全学で協働して開発し、全学の教職課程の中に位置付けて運用する。 

② 学外連携に関する機能

・  教育委員会と のより 密接な連携により地域の教員養成・ 研修の中核と なる等の観点から、従来のよう

に教員養成学部と 教育委員会だけで連携するのではなく 、全学体制で教育委員会等と の連携が必要とな

ること から、統括組織がその中核的な役割を担う 。  

・ また 、「 ２－１  国立大学間の連携・ 統合の在り 方」や「 ２－２  公私立大学との連携・ 協働の在り方」

に示すよう な大学間等の連携・ 協働に関する調整機能を担う 。  

【 先行事例】 ⑧ 教師教育開発センター（ 岡山）  

� 国立大学の教員養成・ 研修の在り 方を踏まえた「 教員養成・ 研修の高度化」 の方向性

１ 教職大学院を中心と した教員養成の高度化

・  教員養成の高度化について、「 高等教育における国立大学の将来像（ 最終まと め）」 の中においては、

「 教職大学院については、その役割・ 機能を一層明確化して、優れた入学者の確保と 修了者が活躍でき

る環境を整備し、教員養成の高度化の拠点と して位置付ける」 と しており 、 また、この点は中央教育審

議会の答申等においても度々言及している等、教職大学院が教員養成の高度化の中心的役割を担う こと

が期待されている。  

・ このよう な 背景を踏まえ、主に学部と教職大学院の一貫制の観点から高度化の検討の方向性を以下に

示す。  

（ １ ） 教職大学院を中心と した教員養成の高度化の検討の方向性

・  我が国全体の教員養成の高度化の方策と して、学部と 教職大学院の一貫制（ 教員養成の修士レベル化）

を検討すること は、全国に教職大学院を展開し、教員養成の質を担保する国立大学だからこそできるこ

と である。  

・  修士レベル化を教員養成の高度化につなげるためには、日本教育大学協会等において、高度化の中身

を定め（ 新しい教員像を確立）、それに基づく 教員養成のモデルカリ キュ ラムを開発・ 編成（ 新しい教員

養成スタンダードを確立） する中で議論を深めること が必要である。なお、「 新しい教員像」 と 言う と き

に、学部４年間で学ぶ内容が増え続けている現状に鑑みて、これまで求められてきた資質能力に新しく

“ ”求められる資質能力を 加える と いう 観点のみならず、整理・ 統合すると いう 観点も意識するべきで

ある。  

・ また 、現行の教職大学院におけるカリ キュ ラムと その成果を教員養成の高度化の観点から評価・ 分析

し、その有効性を検証すること も必要である。単科の国立教員養成大学においては既に６年一貫教育を

実施している大学もあり 、その成果や課題についても十分に検証すること が考えられる。  

・  他方、教職大学院を有する国立大学の教員養成カリ キュラムの全てを一貫制にはできないこと や、公

私立大学が相当程度の教員養成機能を担っ ている現状において国全体の教員養成の高度化を担う こと を

勘案すると 、公私立大学を含めた学部４年を卒業して教職大学院に進学する者、学部４年を卒業して教

員になっ た後に現職教員と して教職大学院に進学する者、更には教員免許状を持つ社会人を対象と した

教職大学院のカリ キュ ラムについて一体的に検討するべきである。同時に、地域の国公私立大学の学部

と接続する形での５年あるいは６年一貫制の教員養成を実現すること も検討すべきである。  

・ なお 、学部・ 教職大学院で一体的な教員養成を行う に当たっ ては、両者の間での必置専任教員のダブ

ルカウントの必要性についても併せて議論するべきである。  



13

（ ２ ） 検討における教育委員会等と の連携・ 協働の必要性

・  学部４年で教員免許状を取得できる現状において、 ５年あるいは６年の一貫制の意義・ 必要性は検討

の早い段階で教育委員会等と共有するべきである。これは、教育委員会との協働により 策定する教員育

成指標が教員養成からの学びも含めた体系的なものであると いう 観点からも重要である。  

・  検討を進める上で、教職大学院への進学が教員志望者にと っ てのインセンティ ブになる施策を、大学

の努力だけではなく 、教育委員会、更には国や地方自治体と の連携の中で探っ ていく 必要がある。  

・ また 、インセンティ ブは教員採用における一部試験の免除や特別選考の実施、あるいは収入や職階に

関するものだけでないこと に留意すべきである。教職大学院における教育プログラム自体が教員志望者

にと っ て魅力あるものになるよう な、地域の特性・ ニーズも踏まえたプログラムの開発が必要である。  

２ 教員養成・ 研修を担う 大学教員の育成、研究力の強化

・  教員養成・ 研修を担う 大学教員の資質能力や研究力を巡る問題の根底には、一つと して、学部（ と そ

の上にある大学院） と しての専門性あるいは基盤となる学問分野が確立されていないと いう 点が指摘さ

れている 18。 このこと から、教員養成大学・ 学部等においては、それを裏打ちする「 教員養成学」 を研

究・ 構築するべきである。 これが核と なること で、大学の教育研究を担う 人材の育成、及びそこで育成

された大学教員による教員養成・ 研修の高度化が期待でき、更には前述のよう な教育プログラムによる

全学体制での教員養成を進める際に、教員養成の本質を担保すること に繋がると考えられる。  

・  大学の教育研究を担う 人材の育成において、博士課程がその主たる役割を担う こと は前述のと おり で

あるが、ここで論じる博士課程は、高度専門職業人を養成すること を目的と した学部の上に設置される

ものであること や、教育・ 教科等の基盤と なる学問を修めた学識者（ Ph.D.） が教員養成に関わる仕組と

しての博士課程でもあること を考慮するべきである。例えば、ある学問分野を修めた者がその立場から

教育現場の課題に取り組み、実践的・ 実証的研究を行っ て Ed.D.の学位を取得できるよう な、日本の教

員養成を先導する博士人材の育成に焦点を当てた制度設計も今後検討が必要である。 これは、教員養成

大学・ 学部等を担う 教科専門科目担当教員に関して指摘されている課題、及び教職大学院実務家教員に

求められている能力の育成と いう 問題19に同時に応え、さらには教員養成学部固有の学問分野（ 上述の

「 教員養成学」） を確立する上で重要な意味を持つものと考えられる。  

【 先行事例】 ⑨ 広島大学大学院教育学研究科博士課程後期教育人間科学専攻（ 平成 年度28 ，教育学習科学専攻

に改組）  教職課程担当教員養成プログラム 

３ 教職大学院を基軸にした現職教員の再教育機能の強化

（ １ ） 再教育機能の強化の方向性

・  全国に展開する国立大学教職大学院は、国全体の学び続ける教員の支援機能（ 現職教員研修機能） に

おいて特に重要な役割が期待される。  

・  前述したよう に、我が国においては、今日、 Society の5.0 実現や急速に進展するグローバル化に対

18 国立の教員養成系大学・ 学部の在り方に関する懇談会報告書「 今後の国立の教員養成系大学学部の在り方について（ 報告）」（ 平成

13 年11 月22日） においては、「 教科専門科目担当教員は、他の学部と同じよう な専門性を志向するのではなく 、学校現場で教科を教

えるための実力を身に付けさせるためにはどう すべきかという 、教員養成独自の目的に沿っ て教科専門の立場から取り組むこと が求め

られる。それは、教員養成学部固有の教育研究分野である。今後、教科専門科目担当教員には、そのよう な教員養成学部独自の専門分

野の確立に向けて努力することが求められる。」 と している。

有識者会議報告書 においては、「 子供の成長や発達との関連性を持たせた「 教科専門」 と 、実践性を担保した「 教科教育」 と を一体

化した領域と と らえ、「 教職教育」 も含む「 教員養成学」 に相当する学問分野を作ること が必要と の声が高まっ ている。」 と している。

19 中央教育審議会答申「 教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について」（ 平成24 年8 月28 日） において当

面の改善方策の中で「 実務家教員については、学校現場での最新・ 多彩な経験を有するだけでなく 、これを理論化できる基礎的な素養

を求める」 と している。
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応し、それを支える人材を教育の全段階にわたっ て育成していく こと が課題と され、初等中等教育にお

いても、学習指導要領の改訂により 、 Ｉ ＣＴ 教育、外国語教育、アクティ ブラーニングなどの強化が求

められている。 これらを実現するためには、新たに教員を養成するのみならず、現職教員の再教育によ

り 、初等中等教育の高度化をけん引する高度専門職業人と しての教員を育成すること が不可欠である。  

・  国立大学の教職大学院は、教育委員会と の協働により 策定する教員育成指標や地域の特性を踏まえつ

つ（ 個別（ 地域） の要望に対応できる制度設計）、その地域における教員のキャ リ アステージに応じた資

質向上に資するよう なカリ キュ ラムの提供等により 、教員養成からの教職キャ リ ア全体に渡る学びを支

援する方策を検討するべきである（ 継続的な学びにつながる制度設計）。  

・ このよう に 学び続ける高度専門職業人と しての教員を支援するには、限られた現職教員が単発で学ぶ

よう な従来型の研修や、１０年に一度受ければよい教員免許状更新講習では足り ず、教職大学院におけ

るリ カレント型の教育システムを構築すること が必要になる。  

（ ２ ） リ カレント型教育システムの構築における課題

① 教育資源の確保、地域と の連携・ 協働体制の構築

・ リ カレント 型教育システムは、単発の研修と比較して多大な教育資源が必要と なり 、大学側の負担が

増すこと は明らかであるため、大学内・ 大学間の連携・ 協働体制の設計も含めて検討するべきである。  

・  同時に、教員の生涯にわたる学びのシステムを構築する上で、現在の現職教員研修の多く を担っ てい

る教育委員会等と の協力体制は不可欠であるため、構想の段階から連携・ 協働すること が必要である。

“ ”また、 システム と して設計する以上、限られた者が大学で研修を受けるのではなく 、従来の研修に代

替して必須の研修の一部と して位置づけるよう なドラスティ ッ クな制度改革を検討するべきである。例

えば、大学が一連の教育プログラムを用意して、その中から数年以内に何単位か取得すれば従来の研修

や教員免許状更新講習を免除するよう なシステムを教育委員会等と協働で検討し、国に対して制度改正

を求めるよう な方向性が考えられる。 このと き、高度な資質能力の獲得を単位等の形で「 見える化」 す

ること は、教員育成指標の達成状況を客観的に計る指標と しても有効であると考えられる。  

② 養成と 一体化した研修の在り方の検討

・  教員養成・ 研修を一体化すると いう 方向性においては、研修の中身と 養成の中身は連続性を持たせな

がらも、どこまでを養成段階で学び、どこからを現職教員と して研修の中で学ぶのかを明確に定める必

要がある。現在の学部４年あるいは教職大学院２年も含めて、そのカリ キュ ラムを分析・ 仕分けするよ

う な作業が必要である。  

・ リ カレント 型教育システムを現職教員の必須の研修と して位置づけられるのならば、必ずしも学部４

年間にあらゆる要素を詰め込まなく てもよいと いう 考え方もできる。一度学校現場に出て、その後必ず

研修と いう 形で大学に戻っ てきて「 学び足す」 と いう 発想も検討の余地がある。 このと き、就職後にす

ぐ に担任を持つと いう 現在の教育現場の状況を考慮すると 、育成期間に猶予ができると いう 発想ではな

く 、教職キャ リ ア全体を一体的な学びのステージと して捉えた時に、より教育効果が高まる時期に「 学

び足す」 と いう 発想に基づいて検討するべきである。  

③ 学校教員のキャ リ アステージに応じた資質向上に資するカリ キュ ラムの開発

・  新たな教育課題への対応等のほか、地域の多様化・ 複雑化したニーズに対応するために、例えば、実

際の教育課題を解決するプロジェ クト型研究＋学習が考えられる。また、教員は資質能力を自主的・ 自

律的に高め続けること が求められること から、単にその時 に々求められる最新の専門的知識・ 技術を身

に付けるのみでなく 、学問に通じること で批判的思考を養う よう な設計も必要と考えられる。  
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・ また 、カリ キュ ラムを考える上で、学校教員のキャ リ ア形成・ キャ リ ア発達に関する研究を進めるこ

と も必要になると考えられる。  

④ 柔軟な制度設計による多様な教育機会の提供

・  現職教員が働き続けながら学び続けられるよう に、多様な教育機会を確保・ 拡充する方策が必要にな

る。例えば、 Ｉ ＣＴ の活用、夜間開講、長期履修制度等により 、柔軟な履修形態を提供すること が考え

られる。また、科目等履修生制度や履修証明制度の活用については、柔軟な履修を支援するだけでなく 、

前述の単位取得のよう に、教員の能力を客観的に証明する上でも有効であると考えられる。  

・  他方、附属学校と教育委員会の人事交流を活用した制度設計も考えられる。例えば、人事交流の形で

附属学校に着任した現職教員が教職大学院で２年間学び、その成果を附属学校に還元しつつ、学校現場

に戻ると いう システムが想定される。  

・  Ｉ ＣＴ の活用などによる研修機会の拡大を図ること は必要であるが、それだけではかえっ て教員の業

務時間の増加を招く こと になり かねないため、教育委員会等との連携の中で、教員の多忙化につながら

ないよう な制度設計を検討すること が必要になる。  

【 先行事例】 ⑩ 北海道教育大学大学院 教育学研究科高度教職実践専攻 （ 専門職学位課程）  

      ⑪ 兵庫教育大学大学院 学校教育研究科教育実践高度化専攻 （ 教育政策リ ーダーコース）  

４ 教員養成・ 研修の分析（ IR）、質の保証・ 評価と その情報発信・ 共有

（ １ ） 教員養成・ 研修に関する分析・ 評価の必要性

・ これまで 述べてきた「 教員養成・ 研修の高度化」 を進める前提と して、各国立教員養成大学・ 学部等

における現状を自己分析・ 評価し、更に改革を進めていく 中でその成果を継続的にモニタリ ングするこ

と で、更なる改善につなげるシステム作り （ 教員養成・ 研修に関するＩ Ｒ組織の整備と ＰＤＣＡサイク

ルの確立） が必要不可欠である。  

・ その 方策と して、例えば、教員養成大学・ 学部においては、東京学芸大学が中心と なっ て開発した「 教

員養成教育認定評価」 やＨＡＴ Ｏプロジェ クト Ｉ Ｒ部門が提案する教員養成教育の評価システム等、国

立教員養成大学が研究・ 開発した成果を活用すること が考えられる。 このと き、同一の基準による評価

を多く の大学・ 学部で使用し、その結果を共有・ 比較すること で、自大学の強みや特色ある教育の成果

分析が可能となると いう メリ ッ トも期待できる。  

・ また 、国立教員養成大学・ 学部の意義が問われている現状において、教員養成や輩出する教員の質の

観点からその重要性を説明しよう と すると き、客観的なエビデンスを提示できなければ説明責任を果た

せない。散発的な教育委員会等へのヒ アリ ングやアンケート等ではなく 、例えば、教育委員会との連携・

協働による教員に就職した学生の追跡調査・ 分析（ 就職後の評価、離職率、学び直しへの意欲等）、更に

は、教員養成大学・ 学部で学ぶこと の効果を検証する観点から、教員にならなかっ た学生の追跡調査・

分析等が必要と 考えられる。  

・ この 点に関連して、有識者会議報告書等においては、現状と して教育委員会と の教員についてのデー

タの共有が進んでいないこと が指摘されている。その背景と して、所持するデータの活用についてのガ

イドラインが定められていない等、連携するための環境が整っ ていないこと が考えられるため、まずは

その点についての整備が必要と考えられる。  

・ このよう な 質保証の取組や自己分析・ 評価結果は、自大学の強みや特色ある取組と合せて、可能な限

り外部へ公表し、国立教員養成大学・ 学部等が、単に教員免許状を出すのではなく 、高度専門職業人と
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しての教員を養成・ 輩出していること を示すこと で、国立大学における教員養成・ 研修への社会的理解

につなげると と もに、大学間で共有し、各大学の改革を促進するよう な仕組作り を検討するべきである。  

（ ２ ） 教員就職率と 質の保証

・  多額の公費が投入されている教員の養成を目的と した大学・ 学部である以上、国立教員養成大学・ 学

部はその教員就職率を当然意識するべきであり 、その向上には最大限尽力するべきである。  

・  一方で、初等中等教育の高度化を主導できる教員を養成すると いう 国立大学の方向性等を踏まえると 、

単純に必要な単位を取っ た学生に教員免許状を出すのではなく 、優れた教員を育成・ 輩出すると いう 質

の保証の観点も当然に念頭に置く べきである。  

・ このと き 、全ての学生に教員免許状を取得させること を課す（ 教員就職率の向上に資する方向性） の

みでなく 、学生が教員養成の学修プロセスにおいて教員への適不適を自己認識する中で、不適であると

認識した際に進路を変更できる仕組を用意していく こと も検討の余地がある。同時に、安易に進路を断

念しない様に学生のつまずきをフォローする仕組や、入口で教員志望の意志を十分に確認できるよう な

仕組を設けること も必要である。  

� 国立大学の教員養成・ 研修の在り 方を踏まえて取組を検討するべき事項

１ 教育支援人材の養成

・  「 チーム学校」 の中で、教員には、他の教員、専門スタッ フ、地域社会等と連携・ 協働して教育課題

に取り 組むチームアプローチ力等が必要と なり 、教育支援人材にも専門知識及び学校教育についての理

解に加えて、同様の資質能力が求められること と なる。  

・ このと き 、国立教員養成大学・ 学部等においては、教員を志望する学生と 専門スタッ フ等を志望する

学生がと もに学ぶ環境を提供できると いう メリ ッ トを活かして、医学部におけるチーム医療教育プログ

ラムのよう に、双方が「 チーム学校」 におけるチームアプローチ力を養えるよう なプログラムの開発・

提供が期待できる。  

・  他方、公認心理士や社会福祉士等の専門的な資格や教員免許状を持つ社会人（ 出産・ 育児を機に労働

市場から退出した者等を含む） を受け入れ、チーム学校の一員と して求められる知識・ 考え方を習得さ

せ、教育支援人材と して養成すること を担う こと は、教員養成系の特色を活かしたリ カレント教育の在

り方と しても検討の余地がある。  

・ また 、現在、大学院教育学研究科（ 修士課程） から教職大学院への移行が進む一方で、臨床心理士養

成に関わる専攻科は修士課程に残すと いう 方向性が示されている。このよう な流れを踏まえて、教育支

援人材養成に既存の修士課程を活用すること も検討の余地があると考えられる。  

【 先行事例】 ⑫ 教員養成大学における教育支援人材等の養成を目的と した学科・ 課程（ 東京学芸、愛知教育、大

阪教育）  

２ 社会人等を対象と した教員養成の在り 方

・ これまで 、教員を志望する社会人等への教育については議論になっ ていないが、大学・ 大学院に主眼を

“ ”置いたリ カレント教育が注目されている現状を踏まえて、 社会人から教員へ と いう キャ リ アパスを支え

る教育の在り方の検討も必要である。例えば、アメリ カのプロフ ェ ッ ショ ナル・ スクールのよう に、多様

なバッ クグラウンドを持つ社会人等を受け入れて、教員と いう 高度専門職業人を養成する機能を教職大学

院に持たせるよう な方向性が考えられる。  

・ また 、教員養成以外にも、前述の教育支援人材の養成や、科目等履修生制度や履修証明制度の活用によ
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る地域で学校運営に関わる人材、コミ ュニティ ・ ティ ーチャー等の育成についても今後の検討課題と して

考えられる。  

３ 産業界と の連携の在り 方

・  WG において、教員養成の分野における産学連携、外部資金の獲得が他の分野より も遅れていること が

指摘された。学校教育に係る教育産業を扱う 企業のみならず、例えば、自大学の専門学部及びＩ ＣＴ やＡ

Ｉ 技術を担う 企業と連携して、Society5.0 を見据えた教材開発、授業開発等を積極的に検討するべきであ

る。  

おわり に

本報告書では、「 国立大学の教員養成・ 研修の在り 方」 及びそれを踏まえた改革を進めるための基本的な方

向性について、「 教員養成システム改革」、「 教員養成・ 研修の高度化」 の２点を中心に示した。人的にも財政

的にも資源が限られている現状において、 これらの観点から改革を進めるには、学内連携はもと より 、公私

立大学を含めた他大学、教育委員会等と の「 連携・ 協働」 がキーワードと なること を、 ここで改めて強調し

たい。  

本報告書の冒頭に示した国立教員養成大学・ 学部等の在り 方は、 ミ ッ ショ ンの異なる全ての大学・ 学部等

が一律の役割を担う こと を求めるものではない。本報告書を参考に、それぞれの国立教員養成大学・ 学部等

において、学長が中心となり 、全学を挙げて教員養成・ 研修に果たす自大学の使命と その将来設計を検討し、

内外で「 連携・ 協働」 しながら、前向きな改革を進めること を期待する。  

なお、ＷＧで国立教員養成大学・ 学部等の重要な機能について網羅的に議論を尽く したと は言えず、例え

ば、附属学校、国際展開の在り方等については、今後更なる検討が必要である。附属学校については、実践

的・ 臨床的観点から教員養成・ 研修の高度化に重要な役割を果たすこと が期待され、附属学校の在り 方（ 組

織・ 運営形態を含めた適切な制度設計） と 教員養成・ 研修と の連携強化の方向性についてまと まっ た議論が

必要である。国際展開については、「 高等教育における国立大学の将来像（ 最終まと め）」 に示した「 国立大

学の国際展開の方向性」 を踏まえ、教員養成・ 研修の分野における具体的な施策等の検討を進めるべきであ

る。  
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先行事例概要 

事例 関係大学  概 要   

① 東北教職高度化プラ ッ ト フ ォ

ーム  
宮城教育、 弘前、

岩手、秋田、山形、

福島 

・  宮城教育大学を広域拠点型大学と して、 地域の教育課題解決に向けた広域大学間連携を目的に平成２ ７年３月に設置された。  
・  宮城教育大学、弘前大学、岩手大学、秋田大学、山形大学、福島大学の各国立大学で構成され、それぞれの大学が設置された各県

及び政令指定都市の教育委員会、教職員支援機構と も連携しながら事業を展開している。  

② 「 学び続ける教員」 のための

教員養成・ 研修高度化事業 
主幹： 奈良教育、

京都教育、大阪教

育 

・  平成 年度24 から国立大学改革強化推進補助金を受けて、 京阪奈三教育大学連携推進協議会の下に各大学に：「 教員養成高度化連

携拠点」 を共同設置し、「 教員養成の高度化と 教職生活全体を通じた学びを継続的に支援するシステム」 をモデル構築するこ と を目的

と した取組。  
・  双方向遠隔授業システム、自宅や反転研修で活用できる Web 講義システム、 ICT 活用能力を高めるためのテキスト、 学校インタ

ーンシッ プのためのビデオ教材、 Ed.D を視野に入れた教材、研究大学博士課程の在学・ 修了生を対象と する教員養成プログラムを

共同開発・ 実践した。  

③ 教員養成ルネッ サンス・ ＨＡ

Ｔ Ｏプロジェ ク ト  
北海道教育、愛知

教育、東京学芸、

大阪教育 

・  大規模教員養成系単科大学である北海道教育大学（ H）、愛知教育大学（ A）、東京学芸大学（ T）、大阪教育大学（ O） を中心に、教

員養成教育が共通して抱える諸課題を協働で解決できる体制を整備すると と もに、全国の教員養成系大学・ 学部と のネッ トワーク化

を図り 、日本における教員養成の高度化支援システムを構築するこ と を目的と した取組。  
・  ４大学に教員養成開発連携センターを設置し、 それぞれの下に IR 部門、研修・ 交流支援部門、 先導的実践プログラム部門を置い

て、 それらが連携して取組を進めている。 例えば、先導的実践プログラム部門においては、 北海道教育大学を主軸と した「 へき地・

小規模校教育に関するプロジェ ク ト 」 や、愛知教育大学を主軸と した「 特別支援教育の多面的・ 総合的支援プロジェ ク ト 」 等がある。 

④ 四国地区教職高度化アライア

ンス（ 仮称）  
鳴門教育、 香川、

愛媛、高知 
・  鳴門教育大学、香川大学、愛媛大学、高知大学、各県の教育委員会から成る広域的観点から教職大学院の機能強化、現職教員研修

の高度化を実現するための連携体制を 2019 年度に構築するこ と を目指している。  
・  各教職大学院の特色ある授業科目等に関する単位互換制度の構築（ 新たな遠隔教育システムの設置・ 運用）、四国教職大学院共通プ

ログラムの企画・ 実施、広域的な研修人材バンクの構築等を構想している。  

⑤ 愛知教員養成コンソーシアム

連絡協議会 
主幹： 愛知教育 
外３ ３大学 

・  愛知学長懇話会の下に平成１４年に発足した、愛知県内で教職課程の認定を受けている国公私立３３大学から成る組織。  
・  国公私立大学・ 学部が相互に連携を図り 、愛知県・ 名古屋市等の教員需要に適切に応え、教員の資質・ 能力の維持・ 向上を図るこ

と を目的と しており 、 教員養成に係る最新情報等の共有や高校生に対する啓発活動を行っ ている。  

⑥ 教職アドバンストプログラム 兵庫教育 
外右記のと おり  

・  教員免許状を有する大学院（ 修士課程） の学生を対象と したプログラムで、高度な専門性と 実践的指導力を備えた教員の養成を目

的と している。学生は兵庫県内６大学（ 兵庫教育大学、兵庫県立大学、神戸学院大学、神戸女子大学、神戸親和女子大学、武庫川女

子大学） が相互提供するプログラム群「 教職アドバンスト科目群」 から 、様々な授業科目を遠隔授業システムにより 履修すると と も

に、 大学院レベルの３週間の実習（「 教職アドバンスト実習」） を履修する。  

⑦ 大学院連合教職実践研究科 京都教育  
外右記のと おり  

・  京都府内の７大学（ 京都教育大学、京都産業大学、京都女子大学、同志社大学、同志社女子大学、佛教大学、龍谷大学） が連合し、

京都府・ 京都市教育委員会と 連携して設置された教職大学院。全国で初の国立大学と 私立大学の連合と いう 形態で平成２０年４月に

設置された。  
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先行事例概要 

事例 関係大学  概 要   

⑧ 教師教育開発センター  岡山 ・  平成２ １年度文部科学省大学教育推進GP選定取組「 総合大学が担う 特色ある教員養成の質保証」 の一環と して平成２２年４月に

設置された。教師教育開発部門、教職支援部門、教職コラボレーショ ン部門、理数系教員養成事業部門から成り 、専任教員・ 事務職

員を配置している。特色ある取組と しては以下のよう なものがある。  
・  各課程認定学部と 教育学研究科・ 教師教育開発センターの代表から成る「 全学教職課程運営委員会」 を月１回開催し、本学開放制

教職課程の課題把握・ 解決のための審議・ 議決を行っ ている。  
・ センター 専任教員による「 全学教職課程FD 研修会」 を、各課程認定学部で年１回開催している。  
・  教職課程の全学的なディ プロマ・ ポリ シーを作成し、その目標を達成するための「 全学教職コアカリ キュ ラム」 を設定している。 
・ その 他に特色ある取組と して「 母校訪問（ １年次）」、「 教職実践ポートフ ォ リ オ」、「 教職課程履修ハンドブッ ク 」 等がある。  

⑨ 大学院教育学研究科博士課程

後期教育人間科学専攻（ 平成

２８年度， 教育学習科学専攻

に改組） 教職課程担当教員養

成プログラム  

広島 ・  従来の研究者養成中心の「 Ph.D.型」 の博士課程教育に加え、 教職課程担当教員と しての資質能力を向上させる教育課程を大幅に

導入・ 実施するこ と によっ て、 資質の高い学校教員の養成を担う と いう 社会的期待に応えるこ と を目的と している。  

⑩ 大学院教育学研究科高度教職

実践専攻 
北海道教育 ・  平日夜間・ 土曜日開講制を取っ ており 、 また、北海道教育委員会（ 道教委） が派遣する現職教員（ 派遣教員） については、教職大

学院に在学する間は大学近隣の学校に勤務させる等、 道教委の配慮により 派遣教員が働きながら学べる体制が取られている。  

⑪ 大学大学院学校教育研究科教

育実践高度化専攻（ 教育政策

リ ーダーコース）  

兵庫教育 ・  学生の要望等を踏まえた時期・ 場所で受けるこ と ができる「 フ レッ クス＆プレイスカ リ キュ ラム制度」 を導入しており 、 学生は、

教員が学生のもと に赴き行う 「 出張講義」、教員の授業を収録したＤＶＤ等でフ レッ クスに学ぶこ と ができる「 ＶＯＤ方式講義」、学

生が一堂に会する神戸ハーバーランドキャ ンパスでの「 集中演習」 や「 フ ィ ールドワーク 」 の組み合わせを基本と して受講できる。

また、 これら と は別に全国各地で開催する「 教育行政トッ プリ ーダーセミ ナー」 にも参加する。  

⑫ 教員養成大学における教育支

援人材等の養成を目的と した

学科・ 課程 

東京学芸 
愛知教育 
大阪教育 

● 東京学芸大学 教育学部 教育支援課程   
・  国立教員養成大学・ 学部において初めて教育支援人材等の養成を目的と した課程で、平成 年度27 に設置された。生涯学習、カウ

ンセリ ング、 ソーシャ ルワーク 、多文化共生教育、情報教育、表現教育、生涯スポーツの７ コースを設置している。  
・ それぞれのコースの 特色に応じた専門的な学びと と もに、教育支援人材と しての教育の基礎理論と 教育支援の専門知識、チームア

プローチ力・ 協働力・ ネッ トワーク力などの習得を目指したカリ キュ ラムが組まれている。  

● 愛知教育大学 教育学部 教育支援専門職養成課程   
・  平成２９年度に設置された課程で、 心理コース、福祉コース、 教育ガバナンスコースの３ つを置く 。  
・ チーム 学校の実現を掲げて、心理、福祉、教育行政に特化させている。教育ガバナンスコースは、国立大学では初と なる教育の素

養を有する学校事務職員等の育成を目指している。  

● 大阪教育大学 教育学部 教育協働学科   
・  平成２ ９年度に設置された学科で、教育心理科学、健康安全科学、理数情報、グローバル教育、芸術表現、スポーツ科学の６専攻

を置く 。  
・  学校現場や社会で絶え間なく 発生する教育課題を解決するために、チーム学校を含む学校教育や地域教育活動を取り 巻く 分野の専

門性を有しつつ、教育的視点から学校、家庭、地域、社会と 連携・ 協働するこ と で、 グローバル時代における多様な教育課題の解決

を図るこ と ができる人材の養成を目的と している。  



教員の養成及び研修に果たす国立大学の使命と その将来設計を検討するＷＧ  

委 員 名 簿    

座 長 山口 宏樹 埼玉大学長       

委 員 蛇穴 治夫 北海道教育大学長       

〃    後藤 ひと み  愛知教育大学長 

〃    駒田 美弘 三重大学長    

〃    山本 健慈 国立大学協会専務理事    

〃    木谷 雅人 国立大学協会常務理事    

専門委員 遠藤 孝夫 岩手大学教育学部長     

〃    松田 恵示 東京学芸大学副学長    

〃    油布 佐和子 早稲田大学教育   ・ 総合科学学術院教授 

〃    鳥海 清司 富山大学副学長    

〃    添田 久美子 和歌山大学学長補佐   ，教育学部教授 

〃    小川 巌 島根大学教育学部長    

〃    佐古 秀一 鳴門教育大学理事   ・ 副学長 
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検討期間・ 開催回数 
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 1

大学入学共通テストの枠組みにおける英語認定試験及び記述式問題の 

活用に関するガイドライン 

平成３０年３月３０日 

１．はじめに 

（目的） 

  本ガイドラインは、「平成３２年度以降の国立大学の入学者選抜制度 －国立大

学協会の基本方針－」（以下、「基本方針」）１．（１）．④の規定に基づき、大学入

学共通テスト（以下、「新テスト」）の枠組みにおける英語認定試験及び記述式問

題（国語・数学）の活用に関する国立大学共通の指針を定めることを目的とする。 

   

２．英語認定試験 

（基本方針） 
   

新テストの枠組みにおいて、センターが認定した民間の資格・検定試験（以下、

「認定試験」）を活用することが有効であるが、十分な検証を行いつつ、その実

施・定着を図っていくことが必要であることから、国立大学としては、新テスト

の枠組みにおける５教科７科目の位置づけとして認定試験を「一般選抜」の全受

験生に課すとともに、平成３５年度までは、センターの新テストにおいて実施さ

れる英語試験を併せて課すこととし、それらの結果を入学者選抜に活用する。 

なお、国立大学協会としては、平成３６年度以降に向けて、認定試験の実施・

定着状況とともに入学者選抜機能としての実効性などを十分に検証しつつ、大学

入学者選抜における英語４技能評価の在り方について、引き続き検討する。 

 

（対象とする認定試験） 

  国立大学としては、受験生の受験機会の公平性を保証する観点から、センター

が認定した全ての資格・検定試験を対象とする。 

 

（認定試験結果の活用） 

  新テストの枠組みにおける認定試験結果の活用については、各大学・学部等の

方針に基づき、次の方法のいずれか、または双方を組み合わせて活用することを

基本とする。 

① 一定水準以上の認定試験の結果を出願資格とする。 

② CEFR による対照表に基づき、新テストの英語試験の得点に加点する。   

別添１６
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CEFR による対照表に基づき加点する点数等の具体的な設定については、各大

学・学部等が主体的に定めることとする。 

但し、①の方法を採用する場合には、他の教科・科目との関連性も踏まえ、受

験生の受験機会の確保について十分に配慮するものとする。また、②の方法を採

用する場合には、英語４技能の総合的な評価を重視するというこのたびの改革の

趣旨を踏まえつつ、制度の大幅な変更による受験生や高等学校教育への影響を鑑

み、英語全体に占める認定試験の比重については適切なものとなるよう十分に考

慮するものとする。 

各大学・学部等は、以上のような認定試験の具体的な活用方法等について、予

め募集要項等において受験生に対し明示する。 

なお、CEFR による対照表に基づき加点等を行う具体的な方法の例や障害等の

ある受験生への配慮に関する事項については別途示す。 

 

  注）本ガイドラインは、新テストの枠組みにおける英語の学力評価に関する

ものであり、個別試験における英語４技能評価及び英語の資格・検定試験

の活用の取扱いについては、各大学・学部等の判断に委ねられる 

 

３．新テストの記述式問題 

（基本方針） 
 

  国立大学としては、新テストの５教科７科目を課す原則の下、記述式問題を含

む国語及び数学を、「一般選抜」の全受験生に課すこととする。 

 

（国語の記述式試験結果の活用） 

  国語の記述式の段階別成績表示については、その結果を点数化しマークシート

式の得点に加点して活用することを基本とする。 

段階別成績表示に基づき加点する点数等の具体的な設定については、各大学・

学部等が主体的に定めることとする。 

各大学・学部等は、以上のような記述式問題の具体的な活用方法等について、

予め募集要項等において受験生に対し明示する。 

なお、記述式の段階別成績表示に基づき加点等を行う具体的な方法の例につい

ては別途示す。 
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（数学の記述式試験結果の活用） 

  数学の記述式の段階別成績表示については、正誤のみの判定であること、及び

大問の中でマークシート式問題と一体で出題され記述式問題にも配点がなされ

ることから、従来のマークシート式と同様の取扱いとする。 

 

 

以 上 

 

 

 


